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序     文 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は 1997 年 8 月から 2000 年 3 月までメキシコ合衆国に対し、

金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査「要素技術移転計画」を、産業技術開発センタ

ー（CIDESI）を対象として実施しました。この開発調査においてはパイロットプロジェクトの実

施を通じて、同センターに対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関連中小企業への技術支

援に必要な基盤づくりを支援しました。さらに、それまでの協力・成果の拡大を図るために、同

国政府は産業技術開発センターを対象とする技術協力プロジェクトについて日本に要請し、これ

を受けて JICA は「プレス加工技術向上プロジェクト」（2006 年 10 月～2009 年 10 月）として実

施することとしました。 
本プロジェクトは日本の得意分野であるプレス加工技術について、プレス加工技術の 3 要素や

技術移転の対象者であるセンター職員にメキシコの中小企業が知り得ない知見・技能を教えるこ

とによって、同センター職員が自信をもって民間企業を指導することが可能となるように技術移

転手法が考えられていることが特徴のひとつです。 
今回、プロジェクトの成果がおおむね見え始めてきた時期を選んで、終了時評価調査を実施し

ました。今回調査では、これまでの活動の実績を整理し、プロジェクト目標等の達成状況を確認

したうえで、自立発展性や成果の普及に留意しつつ、プロジェクト終了後に向けての提言をまと

めることを目的としました。 
本報告書は、同調査の評価結果等を取りまとめたものです。調査団派遣にご協力頂いた日本・

メキシコ合衆国双方の関係各位に深くお礼を申し上げるとともに、プロジェクト終了後も引き続

き最大限のご支援を頂けるようお願いする次第です。 

 

平成 21 年 11 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 米田 一弘 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：メキシコ合衆国 案件名：プレス加工技術向上プロジェクト 
分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：産業開発部中小企業課 協力金額（評価時点）：約 3 億 1,495 万 1,000 円

（R/D）: 2006 年 10 月 1 日～ 
2009 年 9 月 30 日

先方関係機関：産業技術開発センター（CIDESI）

（延長）: 2009 年 10 月 30 日 日本側協力機関：  
協力期間 

（F/U） :－ 他の関連協力： 
１－１ 協力の背景と概要 

メキシコ合衆国（以下、メキシコ）政府は、1980 年代前半の債務危機の反省から、デラマ

ドリ（1982～1988）及びサリーナス（1988～1994）の両政権下において、これまでの国内産業

保護政策（輸入代替産業の保護）から経済自由化政策への転換を行うとともに、対外的には

1986 年の関税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994 年 1 月の北米自由貿易協定

（NAFTA）発効、同年 5 月の経済協力開発機構（OECD）加盟等を通じて市場開放を図ってき

た。しかしながら、多くの部品産業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との

厳しい競争に耐え得るほどの競争力はなく、市場経済化の進展に伴い、その多くが倒産し失業

者が増大した結果、社会不安が助長された。 
このような状況の下、2000 年 12 月に誕生したフォックス政権では、経済自由化政策を踏襲

しつつも、裾野産業への支援を中心とする中小企業振興･中小企業の競争力強化が国の重要な

政策に位置づけられていた。特に自動車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品調達率

を改善することが重要となっているが、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が必ずしも十分で

ないため、これらの多くは輸入に頼っていた状況にあった。 
我が国はこのような状況を踏まえて、金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査「要

素技術移転計画」（1997 年 8 月～1999 年 3 月）を、産業技術開発センター（以下、CIDESI）
をカウンターパート機関（以下、C/P 機関）として実施した。当該開発調査においてはパイロ

ットプロジェクトの実施を通じて、CIDESI に対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関

連中小企業への技術支援に必要な基礎を築いた。さらに、これまでの協力実績･成果の拡大･

発展を図るために、メキシコ政府は CIDESI を実施機関とした技術協力プロジェクト「プレス

金型加工技術支援センター（仮称）」について我が国に対し要請し、我が国は協力を決定して

「プレス加工技術向上プロジェクト」（2006 年 10 月～2009 年 10 月）として実施することと

なった。プレス加工分野への他ドナーの支援は見当たらない。 
2008 年 10 月には中間レビューを実施し、計画どおりに実施されて特段の障害がなかったこ

とを確認し、プロジェクトの前半で期待される成果をおおむね達成できたことが確認された。

専門家から C/P に対する技術移転が順調に行われ、セミナー開催によって実施機関 CIDESI の
サービスが地元及び周辺州で徐々に認知されるようになって技術指導の要望も増加傾向にあ

るため、CIDESI による技術指導サービス体制の基礎が出来上がったものと考えられる。なお、

終了時評価はプロジェクトの成果が確定するプロジェクト終了直前に実施すべきとの意見が

出され、それを受けて今般の終了時評価を実施したものである。 
今回の終了時評価においては、以下の各点について確認を行う。技術移転の進捗には特段の

問題はないものと思われるものの、プロジェクト後の C/P の技術レベルの維持や新規人材育

成、C/P 機関による技術サービス提供方針など持続性については留意した。 
 



 

１-２ 協力内容 

本プロジェクトは、メキシコ産業技術開発センター（CIDESI：ケレタロ州ケレタロ市）を

対象に、日本のものづくりの基礎をなしている総合的なプレス加工に係る技術（金型設計、金

型加工、プレス技術、生産管理）を移転し、CIDESI がメキシコの裾野産業に対して適切な技術

指導を行えるように CIDESI 指導員を育成した。将来的には、メキシコの裾野産業の技術の底

上げにつながるように、移転された同技術の普及を企図したプロジェクトである。 
 
（1）上位目標 

ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。 
 
（3）成 果 

0．プロジェクト運営、CIDESI アドバイザリー部門が強化される。  
1．C/P 機関のプレス加工関連技術が向上する。  
2．モデル企業への巡回指導サービスが体系的に実施される。  
3．中小企業対象のセミナー、技術研修が体系的に実施される。 

 
（4）投入（評価時点） 

日本側： 
業務実施契約により㈱ユニコインターナショナルに案件実施を業務委託 
短期専門家派遣（ユニコから） 
   2006 年度 4 名 
   2007 年度 5 名 
   2008 年度 6 名 
   2009 年度 6 名 
 合計 76.48MM 
機材供与  2007 年度 1,411 万 1,000 円 
   2008 年度 290 万円 
国別研修  2007 年度 10 名 

 
相手国側： 

C/P 配置 14 名（プレス加工技術：9 名、生産管理：5 名）  
土地・施設提供 ローカルコスト負担 384 万 9,625.00 ペソ（FY2006/10～FY2008/9）

≒3,006 万 5,571 円 
  （1 メキシコペソ＝7.81 円＠2008/10/31 の参考

レート） 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 担当分野     氏 名         所 属 
団長・総括 西本光徳 JICA 産業開発部 参事役 
評価分析 稲田明弘 ㈱日本開発サービス（JDS） 
協力企画 1 石塚賢司 JICA 産業開発部 中小企業課 調査役 



 

協力企画 2 荒木映自 JICA メキシコ事務所 現地職員 
調査期間 2009 年 10 月 5 日～2009 年 10 月 19 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

活動実績と活動計画を照らし合わせた結果、専門家派遣計画の一部修正を除けば、ほとんど

の活動が当初計画どおり実施されている。そのうちセミナーに関しては、当初計画のケレタロ

州以外にもサンルイスポトシ州及びグアナフアト州で合計 10 回を開催しており、当初計画を

大幅に上回っている。その他に、当初計画になかったプレス機開発が技術移転項目のひとつと

して加えられた。また、派遣計画の一部縮小の影響を 小限にするための対策が実行され、ほ

ぼ満足できる活動実績が得られつつあることが確認された。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：本プロジェクトの妥当性は以下の理由により高いと評価される。 
・メキシコ政府の以下の国家政策に合致している。 

「国家開発計画 2007-2012」の政策課題のひとつに該当：“競争力ある経済と雇用の創

出” 
「経済部門別プログラム：PSE 2007-2012」の優先課題のひとつに規定：“国内市場強

化と国際競争力強化による生産部門の誘導” 
 同 重要改革課題のひとつに規定：裾野産業育成（継続）等 

・2005 年 4 月 1 日に発効した日墨経済連携協定（EPA）の二国間協力分野として「裾野産

業」「中小企業」が明記されており、本プロジェクトはそれと合致する。また、JICA メ

キシコ国別事業実施計画でも中小企業の育成振興を重点分野のひとつとしており、整合

性は確保されている。 
・ 世界同時不況の影響によりターゲットグループの中小企業は、企業存続のために従来

の自動車部品依存から日用品向け、家電・エレクトロニクス用や航空機部品など顧客の

多様化を図っていて向上したプレス加工技術へのニーズが高い。新たな市場参入をプレ

ス加工に関する技術サービスで支援する CIDESI の役割の重要性は大きい。 
・メキシコの中小企業のプレス加工技術は材料、設備、金型の 3 つの加工要素の信頼度が

至って低いため経験したプレス技術が蓄積されず、その場限りの対応で終わっている。

このため、プレス加工技術の指導を CIDESI から受けることにより自社の技術向上を強

く望んでいる。 
 
（2）有効性：本プロジェクトの有効性は以下の理由により高いと評価される。 

・ プロジェクト目標は、日本人専門家から技術移転を受けた C/P がターゲットグループ

に対して提供した各種の技術サービスにより達成されたものと確認できた。プレス加工

技術の C/P が実施した技術指導の結果、品質改善データがある 11 件のうち 9 件におい

て技術指導後の不良率が当初と比べて 5 分の１以下になっている。 
・ プレス加工技術と生産管理の両グループの C/P は、ターゲットグループのニーズを反

映させた技術セミナーと技術研修を当初計画より増加させてケレタロ州、サンルイスポ

トシ州、グアナフアト州で計 14 回開催しており、技術普及が促進された。 
・ 供与機材〔サーボプレス機、金型設計専用 2 次元 CAD（製品の形状を平面に表現する

製図システム）〕は、企業から持ち込まれた課題解決や金型設計に頻繁に活用されてい

る。 



 

・ プロジェクト目標の達成に対する貢献度は、ほとんど本プロジェクトの活動によるも

のであることを確認した。 
・ 技術移転戦略として、①メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない

技術的解決手段を移転する、②このことにより CIDESI の C/P が自信をもって民間企業

に対する技術指導が可能な領域を形成する、を採用した。ほぼねらいどおりの C/P の能

力向上が図られたことで、この技術移転戦略を採用した本プロジェクトの有効性が高め

られた。 
・ 複数の通訳配置について、ある専門家が技術セミナーに出かけて他の専門家は技術指

導や座学講義を行う場合など、複数の業務が同時並行で行われる際に必要な投入であっ

たことを確認した。これら通訳による手厚い通訳業務が、専門家によるスムーズな技術

移転に貢献したと判断できる。 
 
（3）効率性：プロジェクトの効率性は以下の理由により高いと評価される。 

・技術移転を効率的に実施できるよう必要な人数と優秀な基礎能力を有する C/P を選定･

配置し、彼らの能力が反映された技術移転計画が作成・実施されている。 
・投入の質、量、タイミングはほぼ適正であったといえる。機材の選定については C/P

に対する教育効果の観点からサーボプレス機を選定し、地場のプレス加工企業の実態に

合わせて仕様を選定している。また、順送金型設計の技術移転の効率化のため、金型設

計専用 2 次元 CAD が投入された。それぞれ C/P に対する技術移転のタイミングに合致

させており適切であった。なお、機材供与は PDM の投入欄に記載されている「必要

小限の機材供与をタイムリーに行う」との考えにのっとっている。 
・ 専門家の派遣人数と専門分野、さらに派遣期間はおおむね適切であった。生産管理担

当の専門家に関しては、相手側 C/P の要望を踏まえて 2 回の専門家変更と、派遣期間に

おいて第 4 次（2007 年）と第 5 次（2008 年）が取りやめになるという計画変更が生じ

ており、効率性に若干の影響を及ぼした。 
・ C/P 機関 CIDESI の所長と C/P 9 名の合計 10 名を対象に本邦研修がなされ、日本の公的

試験機関における企業支援の実態把握やプレス機械や金型の製造企業並びに中小プレ

ス加工企業の視察研修による各メンバーの能力向上についての補完教育が実施された。

＜効率性を高めたと思われる点に関する補足＞ 
1）シャトル派遣方式による専門家派遣の効果 

従来の長期滞在型プロジェクトに比べて次の 4 項目の長所が存在する。 
ⅰ）C/P の進捗状況に応じて、専門家は帰国期間中を活用してより好ましい教材の準

備に専念できるため、技術移転の効率性を常に向上できること 
ⅱ）専門家の帰国期間のメリットとして、①C/P 自身で理解度が低い箇所に気づく、

②プロジェクトが終了し専門家がいなくなる状態を C/P が想定できたこと 
ⅲ）C/P と専門家間の技術面での信頼度を維持するため、より適切な専門家への早期

交代が長期専門家派遣と比べて容易であったこと 
ⅳ）上記の結果、C/P の意欲・熱意に良い影響を及ぼすこと 
なお、次の 2 項目が短所として CIDESI 側よりあげられた。 
ⅰ）企業相談において、専門家帰国期間中は対応能力が低下すること 
ⅱ）専門家帰国期間中は、C/P が他の仕事を優先するようになりプロジェクト専従比

率が低くなるため効率が低下すること 
2）技術移転戦略による効果 

専門家らにより編み出された技術移転戦略によって（2）有効性だけでなく、効率性



 

の高い計画を作成することができた。この戦略により、当初はプレス加工関連技術の基

礎知識も現場経験もほとんどなかった C/P たちがプロジェクト期間中において民間企

業を指導できるレベルに至っている。 
 
（4）インパクト：本プロジェクトのインパクトは以下の理由により高いと評価される。 

・プレス加工技術の技術支援サービスの代表的結果として、トラックのショックアブソー

バ用プレス部品の品質向上の改善要請に対し、支援前には当該企業の不良率が 16％で

あったが、CIDESI の C/P と企業側との協働活動により不良率目標 2％をクリアし、結

果的に品質を向上させることができ更なる受注に成功している。生産管理の技術支援サ

ービスでは、経営者と現場作業者による改善のための協議ができていなかったモデル企

業に対し、KAIZEN 手法を両者に教育することで、協力して QC サークル活動ができる

までに企業体質を変革させた事例がある。 
・ 専門家からの技術移転により、C/P は CIDESI の自動化部の設備製作能力を利用してリ

ンクモーションプレス機（開発 1 号機）を完成させた。これは、おそらくメキシコで

初に製作されたリンクモーションプレス機（プレス機械の作動域のなかで、下死点付近

の加工速度変化をできるだけ小さくするための駆動機構を有するプレス機械）と考えら

れる。モンテレイ工科大学（ケレタロ校）が CIDESI の協力を得て同校のプレス技術研

究室を強化する予定で、そこにリンクモーションプレス機（2 号機）を導入する意向が

あり、また同工科大学との修士課程の共同開催についても具体的な検討が進んでいる。

同校はメキシコ全土に 33 校を有す屈指の私立大学のため、それが実現すればリンクモ

ーションプレス機を実習に使ってプレス加工技術を学んだ多数の大学生・大学院生が産

業界に輩出されるものと考えられる。 
・民間企業に対し技術研修を既に実施できており〔1 社に対して 7 回（受講者延べ数 175

名）の例もある〕、さらに広域にわたり複数の企業から同様の技術研修の要請を受けて

おり、今後も技術研修が広域にわたり実施されればメキシコプレス加工産業の底上げに

貢献できる可能性が高い。 
・CIDESI の支部〔モンテレイ、ティファナ（設置準備中）〕を活用した技術サービス提供

の準備が進んでいること、また、チワワ州の公的機関からセミナーの共同開催の協力要

請を受けていることから、活動の広域拡大が期待できる。 
 

（5）自立発展性：本プロジェクトの自立発展性は以下の理由により高いと評価される。 
・ CIDESI は中小企業支援を定款に明記し、2009 年の時点でメキシコではプレス加工技術

を体系的に教育指導できる唯一の公的機関といえ、またプロジェクト成果を持続させる

ような活動計画が作成されている。 
・プロジェクト終了後の CIDESI における組織体制について、自動化部の下でプロジェク

トが「金型課」として既に活動しており、体系的なプレス加工技術の研究・技術サービ

ス提供が継続される体制が整っている。 
・財政面では、CIDESI 自体はメキシコ国家科学技術審議会（CONACYT）からの予算と

CIDESI 独自の収入を合わせて運営されている。現在、プレス加工技術サービスによる

収入増加を見込む事業計画を作成中である。なお、CIDESI には、独自の活動に基づく

収入に対して自治権（収入の資産化とその運用に関する自治権）が与えられていること

が法制化されている（官報公示：2000 年 8 月、2006 年 10 月改訂）。そして技術サービ

ス提供の展開に応じて独自収入が増えることが見込まれるため、予算面の問題は生じな

いと考えられる。 



 

・ 技術サービスを支援する仕組みとして、連邦政府に中小企業支援ファンドがあり、

CIDESI はセミナー開催時にこれらのファンドを活用している。その他に、中小企業の

技術革新を支援するファンド（費用の 75％を CONACYT が支援）があり、CIDESI･民
間企業･モンテレイ工科大学の合同チームが、提案書を作成中である。 

・過去に実施されたメキシコケレタロ州産業技術開発センター事業（非破壊検査分野のプ

ロジェクト）の経験を踏まえ、移転された技術の維持及び継承のメカニズムも着実に形

成されていることから、人材育成の仕組みが適切に取り込まれている。 
・本プロジェクトの後半以降、C/P はリンクモーションプレス機の開発を通じて日本人専

門家から技術開発プロセスを直接伝授され、体得する機会を得ている。この技術開発プ

ロセスの体得は、プロジェクト終了後にメキシコ独自のプレス加工に関する課題の解決

に大きく貢献できると考えられる。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

・ 本プロジェクトで採用した民間活用技術協力プロジェクトにおける専門家のシャトル派

遣方式は、既述のように本プロジェクトではメリットが多かったために、有効性と効率性

に大きく貢献したといえる。 
・ 本プロジェクト期間に発生した世界同時不況は、プロジェクトの成果達成に関して企業か

らの技術指導の要請が減少するという阻害要因として作用した。他方、その影響は、C/P
のプロジェクト以外の業務負荷を大きく軽減する結果となり、プロジェクト技術移転に集

中できる状況を生じさせる貢献要因ともなっている。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

特になし。 
 

３－５ 結 論 

今回の終了時評価作業全体を通じて、本プロジェクトはプロジェクト目標をほぼ達成する見

込みが高いことが確認された。さらに、上位目標に関しても数年後に高い確率で達成できる見

込みがあると判断した。このような結論を導いた要因は、メキシコの裾野産業育成・強化とい

う課題に対して JICA の同様分野におけるプロジェクト実施経験から得た教訓に基づき技術移

転テーマが選定されたこと、また、そのテーマを実施するうえで効果・効率に配慮した技術移

転戦略が編み出されてそれに基づいて計画が策定されたこと、民間活用技術協力プロジェクト

でコンサルタント企業による成果達成に対するコミットメントが効果を発揮したこと等があ

げられる。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

終了時評価調査団は、CIDESI による技術普及や指導員の今後の技術向上のために、以下の

提言を CIDESI に行った。 
（1）CIDESI が蓄積したプレス加工技術を効果的に PR するために、技術指導対象企業の経

験を同業者へ紹介（口コミ、セミナーで体験紹介）し、CIDESI の活動の有益性を示す実

績を取りまとめて紹介する。 
（2）本邦専門家が滞在中の残りの期間に、インターネット等の情報入手手段で有用な情報ソ

ース源を CIDESI 側が彼らから収集しておき、活用方法を本邦専門家に確認しておく。例

として日本や世界的なプレス技術動向、プレス技術人材育成機関情報などがある。 



 

（3）大手プレス部品の加工・組立企業との関係形成に JETRO のネットワークの活用を検討

し、JETRO との連携のために協議する。 
（4）C/P の技術レベル維持・向上の一環として、JICA の集団研修等への参加を検討する。 

 
３－７ 教 訓 

（1）当初 JICA は金型加工技術の向上を主にした技術移転を考えていたが、これまでに同分

野の支援での成功例は少なくて移転の難しさが想定され、それも踏まえて 4 回実施された

事前調査で念入りに協議された。その結果、本プロジェクトでは、そのような難しさを含

んだ JICA の同様分野におけるプロジェクト実施経験に基づき、金型加工技術のみならず

体系的･総合的技術移転テーマが選定されて両国合意により採用された。プロジェクトデ

ザインの過程で日本側と相手国側による検討を十分に行い、効果･効率を意識した基本戦

略を編み出して計画に反映し、円滑な実施につながったといえる。 
（2）プロジェクトの有効性と効率性を高める手段として、民間における知見が活用され、成

果達成責任が効果を発揮される民間活用技術協力プロジェクトと、専門家交代の容易性な

どのメリットがあるシャトル派遣方式は有効である。なお、前提条件として当然であるが、

適な専門家のリクルートと有能な C/P の配置が前提となる。これは本プロジェクトの目

的が、日本のものづくりの基礎をなす得意分野であるプレス加工技術の移転であったた

め、優秀な専門家のリクルートが比較的容易だったことも影響している。 
 

 



 

 



第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

メキシコ合衆国（以下、メキシコ）政府は、1980 年代前半の債務危機の反省から、デラマドリ

（1982～1988）及びサリーナス（1988～1994）の両政権下において、これまでの国内産業保護政

策（輸入代替産業の保護）から経済自由化政策への転換を行うとともに、対外的には 1986 年の関

税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994 年 1 月の北米自由貿易協定（NAFTA）発効、

同年 5 月の経済協力開発機構（OECD）加盟等を通じて市場開放を図ってきた。しかしながら、

多くの部品産業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との厳しい競争に耐え得る

ほどの競争力はなく、市場経済化の進展に伴い、その多くが倒産し失業者が増大した結果、社会

不安が助長された。 
このような状況の下、2000 年 12 月に誕生したフォックス政権では、経済自由化政策を踏襲し

つつも、裾野産業への支援を中心とする中小企業振興･中小企業の競争力強化が国の重要な政策に

位置づけられていた。特に自動車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品調達率を改善す

ることが重要となっているが、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が必ずしも十分でないため、

これらの多くは輸入に頼っていた状況にあった。 
我が国はこのような状況を踏まえて、金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査「要素

技術移転計画」（1997 年 8 月～1999 年 3 月）を、産業技術開発センター（以下、CIDESI）をカ

ウンターパート機関（以下、C/P 機関）として実施した。当該開発調査においてはパイロットプ

ロジェクトの実施を通じて、CIDESI に対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関連中小企業

への技術支援に必要な基礎を築いた。さらに、これまでの協力実績･成果の拡大･発展を図るため

に、メキシコ政府は CIDESI を実施機関とした技術協力プロジェクト「プレス金型加工技術支援

センター（仮称）」について我が国に対し要請し、我が国は協力を決定して「プレス加工技術向

上プロジェクト」（2006 年 10 月～2009 年 10 月）として実施することとなった。プレス加工分野

への他ドナーの支援は見当たらない。 
2008 年 10 月には中間レビューを実施し、計画どおりに実施されて特段の障害がなかったこと

を確認し、プロジェクトの前半で期待される成果をおおむね達成できたことが確認された。専門

家から C/P に対する技術移転が順調に行われ、セミナー開催によって実施機関 CIDESI のサービ

スが地元及び周辺州で徐々に認知されるようになって技術指導の要望も増加傾向にあるため、

CIDESI による技術指導サービス体制の基礎が出来上がったものと考えられる。なお、終了時評価

はプロジェクトの成果が確定するプロジェクト終了直前に実施すべきとの意見が出され、それを

受けて今般の終了時評価を実施したものである。 
今回の終了時評価においては、以下の各点について確認を行う。技術移転の進捗には特段

の問題はないものと思われるものの、プロジェクト後の C/P の技術レベルの維持や新規人材

育成、C/P 機関による技術サービス提供方針など持続性については留意した。 

（1）現在までのプロジェクトの進捗・成果を確認する。 
（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から達成状況、

見込み等について評価を行う。 
（3）特に自立発展性や成果の持続性に関して、プロジェクト終了後の課題等を整理・協議のう

え、改善策の検討・提示を行う。 
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（4）類似案件に対する教訓が抽出されれば作成する。 
（5） 要素技術分野の支援における民間活用技術協力プロジェクトのメリット･デメリットを確

認する。 
（6）以上を基に、合同評価報告を取りまとめてメキシコ側と同意し、協議議事録（M/M）に署

名する。 
 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

本調査団は、団長をはじめとして、評価分析、企画協力 1、企画協力 2 を担当する以下の 4 名

で構成された。 

担当分野 氏  名 所   属 
団長・総括 西本 光徳 JICA 産業開発部 参事役 
評価分析 稲田 明弘 ㈱日本開発サービス（JDS） 
企画協力 1 石塚 賢司 JICA 産業開発部 中小企業課 調査役 
企画協力 2 荒木 映自 JICA メキシコ事務所 現地職員（現地参団） 

 
調査期間は、2009 年 10 月 5 日（月）から 10 月 19 日（月）で、調査日程は付属資料 1．のと

おりである。 
 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

JICA は 1996～1997 年に「メキシコサポーティングインダストリー振興開発計画調査」を実施

し、 終報告書にて裾野産業育成のアクションプランが提案された。これを受けたメキシコ政府

からの要請に応じて「メキシコ合衆国要素技術移転計画調査（1997 年～1999 年）」及び「メキシ

コケレタロ州産業技術開発センター事業（1998 年～2002 年）」が計画され、プレス加工技術の技

術移転については実施機関を CIDESI（産業技術開発センター）として実施された。 
その後 CIDESI のプレス加工分野での技術能力を更に高めることで、中小企業に対する支援能

力の向上を実現することを目的に「プレス加工技術向上プロジェクト（2006 年～2009 年）」が新

たにメキシコ政府から要請され、対象地域はケレタロ州を中心に、周辺 5 州であるサンルイスポ

トシ州、アグアスカリエンテス州、グアナフアト州、メキシコ州、ハリスコ州として開始された

ものである。これら地域はメキシコの中西部に位置し、メキシコ自動車部品工業会の全登録企業

数 513 社に対して 144 社（約 30％）が集中し、またケレタロでは航空宇宙産業が発展しつつあっ

て、精密プレス製品への需要が拡大している状況にある。 
本プロジェクトは、民間活用プロジェクトを産業開発分野で初めて採用したプロジェクトであ

り、また従来の専門家の長期滞在方式ではなく短期間の派遣を繰り返すシャトル派遣方式を採用

している。さらに、従来の金型技術向上プロジェクトのように金型設計･製造技術に特化した技術

移転内容ではなく、中小企業を中心とするプレス関連産業の底上げに貢献できる体系的なプレス

総合技術（①プレス加工技術、②材料評価技術、③金型技術）を技術移転内容としている。なお、

プロジェクト開始当初のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、マスタープランは以

下のとおりである。 
主な投入としては、日本側が日本人専門家（総括、プレス加工技術全般、金型設計製作 A、金

型設計製作 B、金型加工、生産管理）計 9 名派遣、供与機材（サーボプレス機一式、金型設計専
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用 2 次元 CAD システム）、専門家の現地での活動費、メキシコ側が C/P 計 13 名配置、専門家執

務室や作業場の提供、技術セミナー開催費用の一部負担等である。 
 

＜上位目標＞ 
メキシコ国ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上する。 
 

＜プロジェクト目標＞ 
C/P 機関である CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。 
 

＜プロジェクト成果＞ 
【成果 1】 

1．C/P のプレス加工関連技術が向上する。 
【活動 1】 

1-1． 技術協力計画の作成を行う。 
1-2． C/P へのプレス加工に係る技術移転（プレス加工技術、金型設計、金型加工、生産管

理）を行う。 
1-3． C/P への技術移転結果のモニタリング・評価を行う。 

 
【成果 2】 

2．モデル企業への巡回指導サービスが体系的に実施される。 
【活動 2】 

2-1． 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 
2-2． 巡回指導計画を作成する。 
2-3． 巡回指導を実施する。 
2-4． 巡回指導のモニタリング・評価を実施する。 

 
【成果 3】 

3．中小企業対象のセミナー、技術研修が体系的に実施される。 
【活動 3】 

3-1． 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 
3-2． セミナー、技術研修実施計画を作成する。 
3-3． セミナーを開催し、技術研修を実施する。 
3-4． セミナー、技術研修のモニタリング、評価を実施する。 
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第２章 終了時評価の方法 

２－１ 評価基準 

本終了時評価は「JICA 事業評価ガイドライン」に準拠して実施し、評価グリッドを作成のうえ、

それらを基にプロジェクト実績と実施プロセスを把握し、妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性の評価 5 項目の観点から評価した。 
実績･実施プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおりである。 
 

（1）実績･実施プロセス 
1）実 績 

PDM の投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に

関する情報。 
 

2）実施プロセス 
PDM の活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情報。 

 
（2）評価 5 項目 

 

評価 5 項目の定義 

妥 当 性 プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益

者のニーズと合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整

合性はあるか、といった「援助プロジェクトの正当性」を検討する。 
有 効 性 
 

PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェク

ト目標」の達成にどの程度結びついたかを検討する。 
効 率 性 
 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。

各投入のタイミング、量、質の適切度を検討する。 
インパクト 
 

プロジェクトが実施されたことにより生じる直接･間接的な正負の影響

を検討する。 
自立発展性 
 

援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどう

か、自立発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発

展の見通しを検討する。 
 

２－２ 評価過程 

実績･実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目について、何をどのように実施

したらよいのか具体的な方法を検討するため、①評価設問、②必要な情報･データ、③情報源、④

データ収集方法について一覧表を作成した。情報･データ収集方法については、下記のいずれかの

方法で実施した。また、評価は CIDESI の他部門から評価委員 1 名（Mr. Cirilo Noguera Silva, Director 
Management of Technology）を選出してもらい、日墨合同で実施する形式とした。 
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２－３ 情報源 

評価に採用した情報源の種類は以下の項目である。 
 

（1）文献資料調査 
現地調査前と調査時に既存の文献･報告書等（事前評価報告書、業務完了報告書等）、その

他プロジェクトが作成した資料、現地 C/P 機関 CIDESI、民間モデル企業、JETRO から必要

な情報を収集した。なお、本プロジェクトの形成の背景には日本とメキシコで取り交わされ

た経済連携協定（EPA）があることから、その関連情報、メキシコ産業政策関連情報、自動

車･同部品産業に関連する情報等を必要情報として収集した。 
 

（2）質問票による調査 
事前に質問票を作成のうえ、C/P 機関の所長･部長･課長、C/P、専門家、代表的なモデル企

業の経営者に配布し、情報収集を行った。 
 

（3）直接観察 
次の項目を直接観察し、プロジェクト活動の実態把握の一助とした。 
① 専門家と C/P による第 10 次現地作業（2009 年）における角筒絞り金型の組立調整の

実習指導（プレス加工技術） 
② CIDESI の材料試験部における KAIZEN 活動の OJT 教育（生産管理） 
③ リンクモーションプレス機の開発における 終性能確認作業 
④ CIDESI が設計製作したオリジナルクイックダイチェンジ（QDC）ユニットの調整作

業 
 

（4）インタビュー調査 
プロジェクト関係者（C/P 機関の所長･部長･課長･C/P、総括専門家･専門家）及び、代表的

中小企業、モンテレイ工科大学に対してインタビュー調査を行い、必要な情報を収集した。

（付属資料 2．参照） 
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第３章 調査結果 

３－１ 現地調査結果 

2009 年 10 月 5 日から 19 日にかけて第 2 章の評価方法により現地調査を行った。 
 

（1）プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標「C/P 機関である CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービ

スを提供する。」は達成されることが見込める。 
・2009 年 10 月に CIDESI が実施した技術サービス等フォローアップ調査の結果によれば、

プレス加工技術の C/P が実施した技術指導の結果、品質改善データがある 11 件のうち 9
件において技術指導後の不良率が当初と比べて 5 分の１以下になっている。 

・上記の技術サービスを受けた多くの企業から引き続き CIDESI から各種の技術サービス

を受けたいとの希望が出されている。 
・生産管理についても同様に、モデル企業から技術サービス結果に対する満足と継続的な

協力関係の維持の希望がある。対象企業聴取によれば、経営者と現場作業者は話し合い

ができない関係にあったのが、KAIZEN 手法を両者に教育することで、協力して QC サ

ークル活動ができるまでに企業体質を変革させた事例がある。 
・CIDESI がプレス加工関連業界に提供した技術サービス（技術指導、セミナー、技術研修）

に対し、アンケート調査結果や技術サービス等フォローアップ調査とインタビュー調査

の結果から、参加企業･指導を受けた企業の満足度の高さが確認でき、適正なサービス

の提供が行えていると考えられる。 
 

（2）上位目標の達成度 
上位目標「メキシコ国ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上する。」の

達成は数年後の時点で高い確率で見込める。 
・プロジェクト期間に実施した技術サービスに対する継続的活動の希望が多くあり、

CIDESI の C/P 活動を、より実践的に広域展開することで上位目標に到達することができ

る。 
・CIDESI が有するケレタロ以外の支所〔モンテレイ、ティファナ（設置準備中）〕を活用

して技術サービスの提供地域を拡張する計画が具体的に進められている。 
・本調査の時点で、CIDESI に技術移転されたプレス加工技術について、技術研修を主テー

マとしてケレタロ州周辺地域の中小企業に普及させる案が具体化しつつある。 
・メキシコ全土に 33 校を有す屈指の私立大学モンテレイ工科大学と協働してプレス加工

技術の修士課程を開設することが具体的に検討されている。 
・CIDESI で開発（設計製作）したリンクモーションプレス機をプロトタイプとして、2 号

機をモンテレイ工科大学のケレタロ校プレス加工技術研究室に導入する企画が進んで

いる。 
・CIDESI は利用可能な連邦・州政府の中小企業向けファンドを活用することで、経営面で

の制約がある中小企業に対して技術向上をサポートする計画を検討している。 
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（3）その他の特記事項 
終了時評価の過程で以下の内容が本プロジェクトの結果に正負の影響を及ぼしている。 
・本プロジェクトは民間活用型シャトル派遣方式を採用した技術協力プロジェクトであ

り、状況に応じた専門家交代等にみられるこの方式の利点が大きく発現した結果となっ

ている。専門家は C/P の進捗状況に応じて技術移転項目とその技術レベルの改定を逐次

行っており、さらに適切なモニタリング活動がなされた結果、次の項目につき初期計画

以上の技術移転が実施されている。 
a）金型設計製作の実習課題の増大（計画：6 型→実績：14 型） 
b）「順送金型設計」課題を「順送金型設計・製作」に拡大 
c）リンクモーションプレス機の開発を新規追加 
d）プレス部品自動供給システムの開発を QDC システムの開発に改定 
e）技術セミナーの開催回数の大幅な増大（計画：4 回→実績：14 回） 

・本プロジェクトは、事前評価調査を第 1 次（2004 年 4 月）から第 4 次（2006 年 3 月）

まで計 4 回実施している。この過程において、技術移転のテーマが当初の要請案「金型

技術向上」から「体系的なプレス加工技術向上」に変更され、本プロジェクトの PDM
に反映された。この 4 回の事前調査は日本側とメキシコ側の両者の目的と手段の的確な

合意形成過程であったと解釈できる。PDM 作成過程の丁寧さが本プロジェクトの良好な

結果を間接的に導いていると考えられる。 
・2008 年 10 月以降の世界同時不況は、メキシコ及びケレタロ州周辺地域のプレス加工関

連産業にも深刻な影響を及ぼしていた。この影響は、現地の地場中小企業の存続に係る

深刻な問題となり、CIDESI の C/P の技術サービスの回数減少としてプロジェクト期間の

第 3 年次以降に現れた。 
 

３－２ プロジェクトの実績 

プロジェクト開始以来、終了時評価までの投入は以下のとおりである。詳細は付属資料 3．に

よる。 
 

（1）日本側投入実績 
1）専門家派遣 

専門家はインセプションレポートの計画どおり 6 つの分野において派遣され、 終的に

は総括を含めて計 9名を投入した。1 年次は当初計画との変更はなく派遣実施されている。

2 年次は JICA 側の予算上の制限により生産管理の専門家派遣（第 4 次、第 5 次）が次年度

に延期された。それ以外は問題を生じることなく計画に従って派遣が実施されている。な

お、C/P の能力向上度合いに応じシャトル派遣方式の利点を生かして専門家の交代が行わ

れた。 
 

2）研修員受入れ 
本邦研修についてはC/P機関CIDESIの所長とC/P 9名の合計 10名を対象に実施された。

所長と C/P 1 名に対しては公的技術支援機関、産業技術研究所、さらにプレス機械メーカ

ーやプレス加工中小企業の訪問研修が組まれ、日本の公的技術支援機関などにおける中小
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企業支援の実態を学び CIDESI における活動へのフィードバックにつなげている。残りの

C/P 8 名はプレス機械メーカーにおいてプレスの点検作業及び作業安全に関する研修を受

講した。その研修後に、中小プレス加工企業、金型企業 2 社及びプレス機メーカーの組立

工場見学を通じて、プロジェクトの技術移転を補完することができた。 
 

3）機材供与 
機材供与の考え方は、PDM の日本側投入欄に記載されているように必要 小限の機材を

タイムリーに実施することであった。第１年次にサーボプレス機（45 トン仕様）と自動コ

イルラインから成る一連の装置が供与された。第 7 次現地作業（2008 年）には日本の金型

技術振興財団から QDC ユニットの寄贈を受け、技術移転用教材として活用している。 
 

（2）メキシコ側投入実績 
1）C/P の配置 

プロジェクト開始時においては、プレス加工技術の C/P 9 名及び生産管理の C/P 8 名が配

置された。なお生産管理の C/P の人数は第 3 年次から 5 名に再編された。終了時評価時点

では、プレス加工技術 C/P 9 名、生産管理 C/P 5 名、うち 1 名兼任の計 13 名となっている。 
 

2）JICA 専門家チームの執務室 
C/P の勤務場所に隣り合わせた部屋に、専門家執務室がプロジェクト開始時から用意さ

れていた。 
 

3）プロジェクトに要した経費 
2006 年 10 月から 2009 年 9 月までの CIDESI の負担経費実績は、材料費：90 万 2,910 ペ

ソ、セミナー･研修･企業訪問等にかかるプロジェクト活動費：72 万 8,009 ペソであり、プ

ロジェクト期間中の C/P 人件費 546 万 3,238 ペソを含めた総額は 709 万 4,157 ペソである。 
 

（3）目標達成度 
1）成果の達成度 

本プロジェクトで設定されていた 3 つの成果と、その達成度は以下のとおりである。 
 

＜成果 0＞ プロジェクトのプレス加工技術と生産管理に関する技術指導が強化される。 
＜指標 0-1＞ C/P の計画どおりの配置 
＜評価方法 0-1＞ プロジェクトに関する組織図、C/P 並びにスタッフの配置 

プレス加工技術、生産管理ともに計画どおりの C/P 配置がなされていることを確認した。 
 
＜指標 0-2＞ プロジェクトに必要なローカルコストの適切な支出 
＜評価方法 0-2＞ プロジェクト予算資料 

プロジェクト事業予算に従いプロジェクトの技術移転に要する材料費やセミナー･研

修･企業訪問等にかかるプロジェクト活動費が適切に支出されていることを確認した。 
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＜指標 0-3＞ 委員会とプロジェクトミーティングの定期的な開催 
＜評価方法 0-3＞ 委員会とプロジェクトミーティングの開催数 

合同調整会議、現地作業管理ミーティング（CIDESI 派遣直後の現地作業説明会と帰国直

前の現地作業総括ミーティング）、また、現地作業期間における週単位の C/P の技術移転

内容の習得度合いをモニターする復習会が計画的に開催されていることを確認した。 
 
＜指標 0-4＞ 広報・広告件数の増大 
＜評価方法 0-4＞ 広報・広告の件数 

ラジオ、テレビ、新聞、インターネットを用いた広報活動とセミナーや技術研修など

CIDESI が企画する技術支援サービスの場を利用した PR チラシの配布など多様な手段を活

用してプロジェクトの広報が効果的に実施されていることを確認した。 
 
＜成果 1＞ C/P のプレス加工関連技術が向上する。 
＜指標 1-1、2、3＞ 各 C/P の技術・知識レベル 
＜評価方法 1-1、2、3＞ 日本人専門家による C/P の能力評価 

プレス加工技術 
日本人専門家が 25 の試験問題を作成し、プロジェクト開始時とその後の 2 回の試験

結果の比較から能力と知識の向上が認められた。第 3 年次には順送金型の設計とプレゼ

ンテーションを演習課題として、 高得点が日本の熟練技術士に相当する 5 段階評価を

行い、全員の技術・知識レベルが向上したことを確認した。具体的には、PO に沿った

内容で技術移転座学テーマが計画され、各派遣期間を通じて適切に技術移転（プレス加

工技術：630 時間、生産管理：230 時間）がなされている。プロジェクト開始時点におい

てプレス加工技術 C/P の筆記試験の平均点は 15.8 点であったものが 1 年後には 76.7 点

に上昇。その後のセミナー等におけるプレゼンテーション並びに金型の設計課題の 5 段

階評価結果等のデータから顕著な能力の向上が確認できた。 
 

生産管理 
日本人専門家による各 C/P のインタビューと、日本の中小企業診断士の一次試験問題

から生産管理に絞った試験結果に基づき、5 段階評価を行った。第 1 次現地作業での 8
人の C/P のインタビュー結果は平均 1.18 であったが、第 6 次現地作業の後に同じ方法で

評価を行った結果は平均 1.9 であり、技術移転の効果が検証されている。第 3 年次も同

様方式の評価試験を行い全員の技術・知識レベルが向上したことを確認した。 
 

＜指標 1-4＞ 作成されたマニュアル類、テキスト類、技術研修資料類の質と数量 
＜評価方法 1-4＞ 専門家が照査したマニュアル類、テキスト類、技術研修資料類のリス

ト 
プレス加工技術 

第 1 次現地作業以来、C/P に対して週 2 回の座学が継続されている。C/P の理解度を

確認することを目的として翌週に C/P が内容を発表する形で復習会が実施されていた

（技術習得状況に合わせて後に復習会を廃止）。マニュアル（教本）は復習会での専門家
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からの追加情報も盛り込んで C/P が作成している。 
マニュアル以外には日本人専門家と C/P それぞれが作成した技術セミナー用テキスト、

技術研修資料、さらにスペイン語のプレス技術用語辞典を作成しており、CIDESI による

今後の中小企業技術支援のツールとなる。 
 

生産管理 
第 1 次現地作業以来、技術移転内容に従い座学に基づいたマニュアル、テキスト、技

術研修資料（CIDESI 内改善活動記録、企業巡回指導記録）が作成されていることを確認

した。 
 

＜成果 2＞ 体系的な技術指導の実施 
＜指標 2-0＞ 体系的な技術指導の実施 
＜評価方法 2-0＞ 技術指導計画の確認 

プレス加工技術 
企業に対する技術指導は、プロジェクトにより技術移転計画が作成され、それに基づ

いて第 2 年次から開始されている。C/P へのプレス加工技術の一定の技術移転の成果を

確認した後に企業技術指導を開始するという当初からの方針は、適切なものと評価する

ことができる。第 4 次現地作業において毎週金曜日に技術相談窓口を開設することを決

定し、技術セミナーへの参加企業を含む周辺中小プレス加工企業へ案内状をメール配信

し、要望のあった企業に対し技術指導を実施している。それらの相談内容・指導内容・

結果・企業からのフィードバックは決められたフォーマットに図面、写真と合わせて記

録されている。この記録は技術指導のケーススタディ集として編集されており、CIDESI
の技術ノウハウとしての活用が期待できる。 

 
生産管理 

生産管理に関しても技術移転計画が作成され、それに基づいて第 6 次現地作業から新

たに開始された座学を基にしたマニュアル作成と、材料試験部をケーススタディとした

CIDESI 内改善活動記録が作成されている。第 7 次現地作業からはモデル企業 3 社に対す

る巡回指導が開始されている。プレス加工技術の指導記録と同じく、指導のケーススタ

ディ集となる巡回指導記録が作成されていることを確認した。 
 

＜指標 2-1＞ 技術指導件数 
＜評価方法 2-1＞ 技術指導記録 

プレス加工技術 
企業に対する技術指導を開始した第 2 年次以降の集計結果が記録されており、月次単

位での相談実績件数は 2008 年の後半にかけて増加していることが分かる。しかし、この

増加傾向は 2008 年 10 月以降に減少に転じるが、世界同時不況による地場企業の活動低

迷が大きく影響していることが訪問企業のヒアリングで確認できた。 
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生産管理 
生産管理の技術指導は、ある程度長期間にわたる企業の現場での改善活動が必要であ

ることから座学による知識吸収の後に、 初のケーススタディとして CIDESI の材料試

験部を対象に KAIZEN 活動を実践しており、記録が残されている。企業を対象とした技

術指導は、3 社をモデル企業に設定し約 1 年間の活動を第 7 次現地作業（2008 年）から

開始している。 
 

＜指標 2-2＞ 顧客情報 
＜評価方法 2-2＞ 技術指導に基づいた顧客情報記録 

技術指導記録より顧客情報が適切に蓄積されていることを確認した。なお、CIDESI のケ

レタロ周辺州のプレス加工関連顧客情報は①ベースライン調査結果、②第 1 次、第 2 次現

地作業で実施した 49 社への訪問調査結果を基にしている。その後の技術セミナー案内状

配布、技術相談窓口案内状配布にもこのリストが使用されており、順次情報のアップデートが

行われている。 

 

＜成果 3＞ 体系的な技術セミナーと技術研修の実施 
＜指標 3-0＞ 技術セミナーと技術研修の計画設定 
＜評価方法 3-0＞ 技術セミナーと技術研修の計画 

プレス加工技術 
企業ニーズを反映させた技術セミナーのテーマ設定と技術研修サービスが提供でき

ていること、それらが計画的に実施されていることを収集資料やインタビュー調査によ

り確認した。 
 

生産管理 
企業ニーズを反映させた技術セミナーが計画的に実施されていることを収集資料や

インタビュー調査により確認した。 
 

＜指標 3-1＞ 技術セミナー、技術研修の実施回数と参加者数 
＜評価方法 3-1＞ 技術セミナー、技術研修記録 

プレス加工技術 
当初はプロジェクト全期間を通じて計 4 回の技術セミナーが計画されていた。しかし、

第 3 次現地作業（2007 年）に開催した第 1 回技術セミナー時のアンケート結果を反映し

て、回数増大と C/P 自身による講師対応のねらいから、第 4 次現地作業（2007 年）から

開催数を増やすとともに、グアナフアト州及びサンルイスポトシ州においても、原則と

して CIDESI における技術セミナーと同じ回数と内容を実施することと変更して現在ま

でで総計 14 回（テーマ数：62 件）の実施回数を確認した。なお、2008 年 11 月以降から

セミナー参加人数が減少しているが、世界同時不況の影響と解釈できる。 
第 3 次現地作業における技術セミナーでの講師は日本人専門家だけであったが、C/P

の技術能力の向上とともに飛躍的に C/P 講師比率が増大している。 
企業における OJT といえる技術研修は、2009 年 5 月からは C/P 単独で行えている。相
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手企業が希望する技術研修内容に応じた教材を準備し、同年 8 月までに 7 回実施してい

ることを確認した。 
 

生産管理 
生産管理の技術セミナーは、当初予定されていなかったが、第 6 次現地作業（2008 年）

からプレス加工技術グループが企画開催する技術セミナーを活用して生産管理の技術セ

ミナーを始めている。2009 年 10 月までに 7 回（テーマ数：20 件）実施された。 
 

３－３ 実施プロセス 

（1）活動実績 
活動実績と活動計画を照らし合わせた結果、専門家派遣計画の一部修正を除けば、ほとん

どの活動が当初計画どおり実施されている。そのうちセミナーに関しては、当初計画のケレ

タロ州以外にもサンルイスポトシ州及びグアナフアト州でも開催しており、当初計画を大幅

に上回っている。その他に、当初計画になかったリンクモーションプレス機開発、順送金型

の製作を技術移転項目として加えた。また、生産管理専門家の派遣計画の一部縮小の影響を

小限にするための対策が実行され、ほぼ満足できる活動実績が得られていることを確認し

た。各活動の詳細な状況は以下のとおりである。 
 

1 C/P の技術力向上（技術移転の実施） 
（1-1 活動計画の作成） 

インセプションレポートにて作成された活動計画が毎年見直されていることを、プロジ

ェクトの各年度 4 月に発行された業務計画書で確認した。 
 

（1-2 C/P への技術移転の実施） 
年度ごとの活動報告書、及びインタビュー調査により予定どおり実施していることを確

認した。なお、各 C/P の技術移転習得能力に多少の差はあるため、専門家の派遣期間中の

計画を予定より早く終えたり遅延したりする場合等がある。したがって、C/P の能力向上

度合いを判断し、シャトル派遣方式の利点を活用して次回の派遣期間のカリキュラムを部

分的に改訂し、 終的には次年度の業務計画書の技術指導計画にフィードバックさせて 3
ヵ年のプロジェクト技術指導計画が作成されている。 

 
（1-3 C/P への技術移転成果のモニタリングと評価の実施） 

プレス加工技術 C/P に対しては、プレス加工技術に関する座学の理解度を専門家派遣期

間中、毎週開催されている復習会で短期的にモニタリングし、さらに本プロジェクト期間

中に実力評価試験を 3 回実施している。生産管理においても、短期的なモニタリングと C/P
の能力向上に伴い交代した各専門家による実力評価試験が計 3 回実施されていることを確

認した。 
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2 体系的な技術指導の実施 
（2-1 企業訪問による技術指導ニーズ調査） 

第 1 次、第 2 次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として 49 社に対する企業ニ

ーズ調査を実施していることを確認した。 
 
（2-2 技術指導計画の作成） 

技術指導計画が作成されていることを確認した。 
 
（2-3 技術指導の実行） 

技術指導計画に沿って予定どおり実施していることを確認した。 
 
（2-4 技術指導の結果のモニタリングと評価の実施） 

専門家による技術指導の現場においてモニタリングし、技術指導の能力向上のための評

価を行っていることを確認した。 
 

3 体系的なセミナーと技術研修の実施 
（3-1 企業訪問によるセミナーと技術研修のニーズ調査） 

第 1 次、第 2 次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として 49 社に対する企業ニ

ーズ調査を実施し、セミナーと技術研修のニーズ調査が行われていることを確認した。 
 

（3-2 セミナーと技術研修のための計画の作成） 
プロジェクト開始時にセミナーと技術研修計画を作成しており、その後第 2 年次（2007

年）の終わりにニーズに応じた修正計画（ケレタロ州のみで計 4 回の計画を、ケレタロ州･

サンルイスポトシ州･グアナフアト州で計 21 回に変更）を作成したことを確認した。 
 

（3-3 セミナーと技術研修の実施） 
セミナーは修正計画どおりに開催され、技術研修は企業の要望に応じて実施されている

ことを確認した。 
 

（3-4 セミナーと技術研修結果のモニタリングと評価の実施） 
アンケートシート等のモニタリングツールを用いて集められた情報によって、次回実施

の参考のために評価が的確になされていることを確認した。 
 

（2）活動プロセス 
１）プロジェクト実施体制 

プロジェクト開始時点で CIDESI 側ではプロジェクトダイレクター1 名、プロジェクトマ

ネージャー1 名、プレス加工技術 C/P 9 名、生産管理 C/P 8 名（うち 1 名はプレス加工技術

と兼任）が配置された。日本側は前者の専門家 4 名、後者の専門家 1 名、総括 1 名の計 6
名の体制で活動が開始されている。 

プロジェクト終了時評価時点では、CIDESI 側はプロジェクトダイレクター1 名、プロジ
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ェクトマネージャー1 名、プレス加工技術 C/P 9 名、生産管理 C/P 5 名（うち 1 名はプレス

加工技術と兼任）となり、日本側は前者の専門家 4 名、後者の専門家計 1 名、総括 1 名と

なった。 
 

2）PDM、PO に沿ったプロジェクト活動 
プロジェクト活動は PDM と PO に沿って実施され、計画についても専門家、C/P 間で情

報共有されていた。なお、PDM は 2008 年 6 月と 2009 年 9 月にそれぞれ一部改訂された。 
 

3）プロジェクト関係者間のコミュニケーション及び協力関係 
技術指導後の理解度を確認するための復習会が定期的に実施されていたこと、さらに専

門家が帰国中においても C/P との技術情報交換が行われていることが確認できた。また C/P
の勤務場所に隣接した部屋に専門家の執務室をプロジェクト開始時より用意したことも、

関係者間のコミュニケーション及び協力関係の良化に貢献している。CIDESI 所長及びプロ

ジェクトダイレクター・プロジェクトマネージャーからの聴取では、C/P と専門家の関係

は非常によく、深い人間関係が築けたとの返答があった。 
第 3 年次には、リンクモーションプレス機の製作や順送金型用部品の機械加工と組立調

整など座学以外の実践的技術移転の比率が増大し、C/P 以外の自動化部門の技術スタッフ、

技能スタッフとの共同作業が増大している。この技術移転の過程でも良好な協力関係は維

持されており、専門家の塾練技能を真剣に吸収する C/P 並びに関係スタッフの姿勢を直接

観察により見ることができた。 
 

（3）成果発現に貢献した要因 
技術移転計画が適切であったこと、その計画どおりに技術移転が行われたこと、世界同時

不況の影響により通常業務の負荷を大きく軽減する結果となって C/P がプロジェクト技術移

転に集中できたことがあげられる。 
 

（4）問題点及び問題を惹起した要因 
特になし。 
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第４章 評価結果 

４－１ 評価 5 項目の評価結果 

評価 5 項目の観点から、「高い」、「比較的高い」、「普通」、「比較的低い」、「低い」の 5 段階で

評価した。 
 
４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は以下の理由により高いと評価される。 
・メキシコ政府の以下の国家政策に合致している。∗ 

「国家開発計画 2007-2012」の政策課題のひとつに該当：“競争力ある経済と雇用の創出” 
「経済部門別プログラム：PSE 2007-2012」の優先課題のひとつに規定：“国内市場強化

と国際競争力強化による生産部門の誘導” 
 同 重要改革課題のひとつに規定：裾野産業育成（継続）等 

・2005 年 4 月 1 日に発効した日墨経済連携協定（EPA）の二国間協力分野として「裾野産業」

「中小企業」が明記されており、本プロジェクトはそれと合致する。また、JICA メキシコ

国別事業実施計画でも中小企業の育成振興を重点分野のひとつとしており、整合性は確保

されている。 
・世界同時不況の影響によりターゲットグループの中小企業は、企業存続のために従来の自

動車部品依存から日用品向け、家電・エレクトロニクス用や航空機部品など顧客の多様化

を図っていて向上したプレス加工技術へのニーズが高い。新たな市場参入をプレス加工に

関する技術サービスで支援する CIDESI の役割の重要性は大きい。 
・メキシコの中小企業のプレス加工技術は材料、設備、金型の 3 つの加工要素の信頼度が至

って低いため経験したプレス技術が蓄積されず、その場限りの対応で終わっている。この

ため、プレス加工技術の指導を CIDESI から受けることにより自社の技術向上を強く望ん

でいる。 
 

４－１－２ 有効性 
本プロジェクトの有効性は以下の理由により高いと評価される。 
・プロジェクト目標は、日本人専門家から技術移転を受けた C/P がターゲットグループに対

して提供した各種の技術サービスにより達成されたものと確認できた。プレス加工技術の

C/P が実施した技術指導の結果、品質改善データがある 11 件のうち 9 件において技術指導

後の不良率が当初と比べて 5 分の１以下になっている。 
・プレス加工技術と生産管理の両グループの C/P は、ターゲットグループのニーズを反映さ

せた技術セミナーと技術研修を当初計画より増加させてケレタロ州、サンルイスポトシ州、

グアナフアト州で計 14 回開催しており、技術普及が促進された。 
・供与機材〔サーボプレス機、金型設計専用 2 次元 CAD（製品の形状を平面に表現する製図

システム）〕は、企業から持ち込まれた課題解決や金型設計に頻繁に活用されている。 
・プロジェクト目標の達成に対する貢献度は、ほとんど本プロジェクトの活動によるもので

                                                        
∗ 出典：メキシコ日本商工会議所、経済調査委員会 2007 年度年報「メキシコの現状と課題：改革を進めるカルデロン政権」 
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あることを確認した。 
・技術移転戦略として、①メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない技術

的解決手段を移転する、②このことにより CIDESI の C/P が自信をもって民間企業に対す

る技術指導が可能な領域を形成する、を採用した。ほぼねらいどおりの C/P の能力向上が

図られたことで、この技術移転戦略を採用した本プロジェクトの有効性が高められた。 
・複数の通訳配置について、ある専門家が技術セミナーに出かけて他の専門家は技術指導や

座学講義を行う場合など、複数の業務が同時並行で行われる際に必要な投入であったこと

を確認した。これら通訳による手厚い通訳業務が、専門家によるスムーズな技術移転に貢

献したと判断できる。 
 

４－１－３ 効率性 
プロジェクトの効率性は以下の理由により高いと評価される。 
・技術移転を効率的に実施できるよう必要な人数と優秀な基礎能力を有する C/P を選定･配

置し、彼らの能力が反映された技術移転計画が作成･実施されている。 
・投入の質、量、タイミングはほぼ適正であったといえる。機材の選定については C/P に対

する教育効果の観点からサーボプレス機を選定し、地場のプレス加工企業の実態に合わせ

て仕様を選定している。また、順送金型設計の技術移転の効率化のため、金型設計専用 2
次元 CAD が投入された。それぞれ C/P に対する技術移転のタイミングに合致させており

適切であった。なお、機材供与は PDM の投入欄に記載されている「必要 小限の機材供

与をタイムリーに行う」との考えにのっとっている。 
・専門家の派遣人数と専門分野、さらに派遣期間はおおむね適切であった。生産管理担当の

専門家に関して、相手側 C/P の要望を踏まえて 2 回の専門家変更と、派遣期間において第

4 次（2007 年）と第 5 次（2008 年）が取りやめになるという計画変更が生じており、効率

性に若干の影響を及ぼした。 
・C/P 機関 CIDESI の所長と C/P 9 名の合計 10 名を対象に本邦研修がなされ、日本の公的試

験機関における企業支援の実態把握や、プレス機械や金型の製造企業並びに中小プレス加

工企業の視察研修による各メンバーの能力向上についての補完教育が実施された。 
 
＜効率性を高めたと思われる点に関する補足＞ 
1）シャトル派遣方式による専門家派遣の効果 

従来の長期滞在型プロジェクトに比べて次の 4 項目の長所が存在する。 
ⅰ）C/P の進捗状況に応じて、専門家は帰国期間中を活用してより好ましい教材の準備

に専念できるため、技術移転の効率性を常に向上できること 
ⅱ）専門家の帰国期間のメリットとして、①C/P 自身で理解度が低い箇所に気づく、②

プロジェクトが終了し専門家がいなくなる状態を C/P が想定できたこと 
ⅲ）C/P と専門家間の技術面での信頼度を維持するため、より適切な専門家への早期交

代が長期専門家派遣と比べて容易であったこと 
ⅳ）上記の結果、C/P の意欲･熱意に良い影響を及ぼすこと 
なお、次の 2 項目が短所として CIDESI 側よりあげられた。 
ⅰ）企業相談において、専門家帰国期間中は対応能力が低下すること 
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ⅱ）専門家帰国期間中は、C/P が他の仕事を優先するようになりプロジェクト専従比率

が低くなるため効率が低下すること 
 

2）技術移転戦略による効果 
専門家らにより編み出された技術移転戦略によって「４－１－２ 有効性」だけでなく、

効率性の高い計画を作成することができた。この戦略により、当初はプレス加工関連技術

の基礎知識も現場経験もほとんどなかった C/P たちがプロジェクト期間中において民間企

業を指導できるレベルに至っている。 
 
４－１－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下の理由により高いと評価される。 
・プレス加工技術の技術支援サービスの代表的結果として、トラックのショックアブソーバ

用プレス部品の品質向上の改善要請に対し、支援前には当該企業の不良率が 16％であった

が、CIDESI の C/P と企業側との協働活動により不良率目標 2％をクリアし、結果的に品質

を向上させることができ更なる受注に成功している。生産管理の技術支援サービスでは、

経営者と現場作業者による改善のための協議ができていなかったモデル企業に対し、

KAIZEN 手法を両者に教育することで、協力して QC サークル活動ができるまでに企業体

質を変革させた事例がある。 
・専門家からの技術移転により、C/P は CIDESI の自動化部の設備製作能力を利用してリンク

モーションプレス機（開発 1 号機）を完成させた。これは、おそらくメキシコで 初に製

作されたリンクモーションプレス機（プレス機械の作動域のなかで、下死点付近の加工速

度変化をできるだけ小さくするための駆動機構を有するプレス機械）と考えられる。モン

テレイ工科大学（ケレタロ校）が CIDESI の協力を得て同校のプレス技術研究室を強化す

る予定で、そこにリンクモーションプレス機（2 号機）を導入する意向があり、また同工

科大学との修士課程の共同開催についても具体的な検討が進んでいる。同校はメキシコ全

土に 33 校を有す屈指の私立大学のため、それが実現すればリンクモーションプレス機を

実習に使ってプレス加工技術を学んだ多数の大学生・大学院生が産業界に輩出されるもの

と考えられる。 
・民間企業に対し技術研修を既に実施できており〔1 社に対して 7 回（受講者延べ数 175 名）

の例もある〕、さらに広域にわたり複数の企業から同様の技術研修の要請を受けており、

今後も技術研修が広域にわたり実施されればメキシコプレス加工産業の底上げに貢献で

きる可能性が高い。 
・CIDESI の支部〔モンテレイ、ティファナ（設置準備中）〕を活用した技術サービス提供の

準備が進んでいること、また、チワワ州の公的機関からセミナーの共同開催の協力要請を

受けていることから、活動の広域拡大が期待できる。 
 

４－１－５ 自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は以下の理由により高いと評価される。 
・CIDESI は中小企業支援を定款に明記し、2009 年の時点でメキシコではプレス加工技術を

体系的に教育指導できる唯一の公的機関といえ、またプロジェクト成果を持続させるよう
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な活動計画が作成されている。 
・プロジェクト終了後の CIDESI における組織体制について、自動化部の下でプロジェクト

が「金型課」として既に活動しており、体系的なプレス加工技術の研究･技術サービス提

供が継続される体制が整っている。 
・財政面では、CIDESI自体はメキシコ国家科学技術審議会（CONACYT）からの予算とCIDESI

独自の収入を合わせて運営されている。現在、プレス加工技術サービスによる収入増加を

見込む事業計画を作成中である。なお、CIDESI には、独自の活動に基づく収入に対して自

治権（収入の資産化とその運用に関する自治権）が与えられていることが法制化されてい

る（官報公示：2000 年 8 月、2006 年 10 月改訂）。そして技術サービス提供の展開に応じ

て独自収入が増えることが見込まれるため、予算面の問題は生じないと考えられる。 
・技術サービスを支援する仕組みとして、連邦政府に中小企業支援ファンドがあり、CIDESI

はセミナー開催時にこれらのファンドを活用している。その他に、中小企業の技術革新を

支援するファンド（費用の 75％を CONACYT が支援）があり、CIDESI･民間企業･モンテ

レイ工科大学の合同チームが、提案書を作成中である。 
・過去に実施されたメキシコケレタロ州産業技術開発センター事業（非破壊検査分野のプロ

ジェクト）の経験を踏まえ、移転された技術の維持及び継承のメカニズムも着実に形成さ

れていることから、人材育成の仕組みが適切に取り込まれている。 
・本プロジェクトの後半以降、C/P はリンクモーションプレス機の開発を通じて日本人専門

家から技術開発プロセスを直接伝授され、体得する機会を得ている。この技術開発プロセ

スの体得は、プロジェクト終了後にメキシコ独自のプレス加工に関する課題の解決に大き

く貢献できると考えられる。 
 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 
・本プロジェクトで採用した民間活用技術協力プロジェクトにおける専門家のシャトル派遣

方式は、既述のように本プロジェクトではメリットが多かったために、有効性と効率性に

大きく貢献したといえる。 
・本プロジェクト期間に発生した世界同時不況は、プロジェクトの成果達成に関して企業か

らの技術指導の要請が減少するという阻害要因として作用した。他方、その影響は、C/P
のプロジェクト以外の業務負荷を大きく軽減する結果となり、プロジェクト技術移転に集

中できる状況を生じさせる貢献要因ともなっている。 
 

４－２ 結 論 

今回の終了時評価作業全体を通じて、本プロジェクトはプロジェクト目標をほぼ達成する見込

みが高いことが確認された。さらに、上位目標に関しても数年後に高い確率で達成できる見込み

があると判断した。このような結論を導いた要因は、メキシコの裾野産業育成･強化という課題に

対して JICA の同様分野におけるプロジェクト実施経験から得た教訓に基づき技術移転テーマが

選定されたこと、また、そのテーマを実施するうえで効果･効率に配慮した技術移転戦略が編み出

されてそれに基づいて計画が策定されたこと、民間活用技術協力プロジェクトでコンサルタント

企業による成果達成に対するコミットメントが効果を発揮したこと等があげられる。 
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第５章 提言と教訓 

５－１ 提 言 

終了時評価調査団は、CIDESI による技術普及や指導員の今後の技術向上のために、以下の提言

を CIDESI に行った。 
（1）CIDESI が蓄積したプレス加工技術を効果的に PR するために、技術指導対象企業の経験を

同業者へ紹介（口コミ、セミナーで体験紹介）し、CIDESI の活動の有益性を示す実績を取り

まとめて紹介する。 
（2）本邦専門家が滞在中の残りの期間に、インターネット等の情報入手手段で有用な情報ソー

ス源を CIDESI 側が彼らから収集しておき、活用方法を本邦専門家に確認しておく。例とし

て日本や世界的なプレス技術動向、プレス技術人材育成機関情報などがある。 
（3）大手プレス部品の加工・組立企業との関係形成に JETRO のネットワークの活用を検討し、

JETRO との連携のために協議する。 
（4）C/P の技術レベル維持・向上の一環として、JICA の集団研修等への参加を検討する。 

 
５－２ 教 訓 

次の教訓が本プロジェクトから抽出できた。 
（1）当初 JICA は金型加工技術の向上を主にした技術移転を考えていたが、これまでに同分野

の支援での成功例は少なくて移転の難しさが想定され、それも踏まえて 4 回実施された事前

調査で念入りに協議された。その結果、本プロジェクトでは、そのような難しさを含んだ JICA
の同様分野におけるプロジェクト実施経験に基づき、金型加工技術のみならず体系的･総合的

技術移転テーマが選定されて両国合意により採用された。プロジェクトデザインの過程で日

本側と相手国側による検討を十分に行い、効果･効率を意識した基本戦略を編み出して計画に

反映し、円滑な実施につながったといえる。 
（2）プロジェクトの有効性と効率性を高める手段として、民間における知見が活用され、成果

達成責任が効果を発揮される民間活用技術協力プロジェクトと、専門家交代の容易性などの

メリットがあるシャトル派遣方式は有効である。なお、前提条件として当然であるが、 適

な専門家のリクルートと有能な C/P の配置が前提となる。これは本プロジェクトの目的が、

日本のものづくりの基礎をなす得意分野であるプレス加工技術の移転であったため、優秀な

専門家のリクルートが比較的容易だったことも影響している。 
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第６章 調査団長所感 

６－１ プロジェクトの背景 

自動車産業や電気電子機器産業などの経済的影響力の高い産業への投資拡大・発展のためには、

それら部品供給等を行う裾野産業の発展が併せて必要であり、その重要性を踏まえて、メキシコ

においては、中小企業振興と裾野産業の発展が国家政策の 優先課題のひとつに取り上げられて

いる。 
しかし、これらの産業においては国際的競争も激しく、部品供給等に対する要求も高いもので

あり、メキシコの多くの部品産業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との厳し

い競争に耐え得るほどの競争力はなく、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が必ずしも十分でな

いため、CIDESI のような中小企業の技術支援を行う機関の能力強化が必須であった。 
このような背景で 2006 年 10 月から 3 年計画で当「プレス加工技術向上プロジェクト」が開始

されたものである。 
 

６－２ 終了時調査の重点 

2008 年 10 月に行われた中間レビューでは特段の障害がなかったこと及びプロジェクトの前半

で期待される成果をおおむね達成できたことを確認しており、今回の終了時評価では、われわれ

合同評価チームは、プロジェクト後の C/P の技術レベル維持や技術サービスの方針など持続性に

重点を置いて、10 月 5 日から約 10 日間にわたり、調査した。 
 

６－３ 終了時評価の結果概要 

（1）プロジェクト目標の「C/P 機関である CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サー

ビスを提供する。」は達成する見込みである。プレス加工技術の C/P が実施した技術指導の結

果、技術指導後の企業の不良率が当初と比べて 5 分の１以下と大幅に低減されたことなど、

実際に技術サービス提供が開始されて成果をあげつつあることを確認した。 
また、上位目標の「メキシコ国ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上す

る。」に関しても、大学との協力の進展などから、数年後に高い確率で達成できる見込みがあ

ると判断した。 
 

（2）このような結論を導いた要因は、以下の点などがあげられる。 
① メキシコの裾野産業育成･強化という課題に対して、JICA の同様分野におけるプロジェ

クト実施経験から得た教訓に基づき技術移転テーマが選定されたこと 
② そのテーマを実施するうえで効果･効率に配慮した技術移転戦略が編み出されてそれに

基づいて計画が策定されたこと 
③ 民間活用技術協力プロジェクトでコンサルタント企業による成果達成に対するコミット

メントが効果を発揮したこと 
 

（3）その他評価 
5 項目評価の他の項目でも比較的高い評価となり、また、今回の調査で懸念された世界的

経済不況の影響は、企業からの技術サービス要請の減少として現れている一方で、C/P の他
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の業務負担減少も招き、結果として技術移転に集中できたという良い側面もあった。 
 

６－４ CIDESI に対する提言 

（1）効果的な広報の工夫をすること 
 CIDESI の良さや経験を技術指導対象企業の口から、同業者へ口コミやセミナー、WS など

で体験紹介 
 CIDESI の活動の有益性を示す実績（例えば上記の不良率低減データ、成功例のようなもの）

を取りまとめて紹介 
（2）プレス加工技術も技術進歩が早く、またとりまく環境の変化にも追従しなければ、技術支

援機関の役割を果たせないため、本邦専門家が滞在中の残りの期間に、様々な情報入手手段、

情報ソース源、並びに活用方法を本邦専門家に確認しておくこと 
（3）メキシコの中小、大手プレス部品の加工・組立企業と CIDESI は更に関係を深める必要が

出るだろうことから、関係形成に JETRO が企業人材ネットワークの活用などを検討すること 
（4）C/P の技術レベル維持･向上の一環として、JICA 及びその他の集団研修等への参加を検討

すること 
 

６－５ 他のプロジェクトへの教訓 

以下の点で、他の同様なプロジェクトに対しても非常に良い教訓が得られたと考える。 
（1）このプロジェクトが、上位目標達成に向けた基本的な戦略をよく吟味するとともに日墨双

方で認識を共有し、計画に反映し、また、関係者が戦略を意識しながら実施された。ものづ

くり技術の観点及び CIDESI の企業に対する比較優位の点で、非常に有効なものであった。 
（2）今回は、産業開発で民間活用シャトル方式技術協力プロジェクトを採用した初のケースで

あった。シャトル方式、3 人の通訳利用という直営方式ではできにくい方法を採用できたこ

ともあり、専門家の知識再整理・緊張感の継続、言葉はできないが職人技をもつ専門家の参

加が得られたことなど、利点が大きいものであった。 
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メキシコ･プレス加工技術向上　終了時評価日程

時間 西本団長･総括 石塚団員･協力企画 稲田コンサルタント・評価分析

午前 JICAメキシコ事務所打合せ

午後 ケレタロへ移動

午前 プロジェクト専門家聴取

午後 プロジェクト専門家聴取

午前 CIDESI聴取

午後 CIDESI聴取

午前 CIDESI聴取

午後 CIDESI聴取

10:00

12:00

15:00
技術サービス提供企業（BIPASA）聴取
(15:00 to 17:00)

3 10/10 土 資料整理

4 10/11 日

10:00

11:00

12:30

15:00

午前

午後

10:00

午後

午前 CIDESIと評価協議

午後

9 10/16 金 11:00

10 10/17 土

11 10/18 日

11:00

15:00

1

合同評価委員会打合せ

2

5

3

金10/9

10/6

資料整理

日付

月10/5

CIDESIと評価協議

合同評価報告書案作成･スペイン語版作成

CIDESIと評価協議（合同評価報告書の確認）

技術支援対象中小企業聴取

10/12

火10/13

資料整理

ケレタロへ移動

CONACYT表敬･協議

日本大使館報告

JICA事務所報告

メキシコシティへ移動

Joint Coordination Committee（JCC）開催（終了時評価報告書M/M署名）

合同評価報告書案修正･スペイン語版修正

Ｃ/Ｐとの会合（C/Pによる進捗報告と調査団の目的説明）

CIDESIサイト視察（プレス機械、ワークショップ、試験室）

月10/1912

木10/158

火

水10/7

木10/8 メキシコへ移動

7 10/14 水

1

技術サービス提供企業（RT）聴取
(10:00 to 12:00)

2

月

6

CIDESI所長表敬・プロジェクト表敬

外務省対外経済協力局表敬･協議

メキシコ事務所打合せ

１．調査日程
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１）CIDESI 関係者 

氏名 担当（役職、所属） 

Felipe Rubio Castillo Project Director, General Director, CIDESI 

Vicente Bringas Rico Project Manager, Director de Automatizacion 

Ariel Dorantes C/P、自動化部（金型・組立課長） 

Javier Angeles C/P、自動化部 

Jeuse Ayala C/P、自動化部 

Irma Moran C/P、自動化部 

Berenice Aguilar C/P、材料技術部 

 

 

２）日本人専門家 

氏名 担当 （所属） 

守口 徹 総括/裾野産業育成 （㈱ユニコインターナショナル） 

栗原 昭八 プレス加工技術全般 （同上） 

清水 宏祐 金型設計製作-A （㈱久永製作所） 

中山 康久 金型設計製作-B （個人） 

金沢 和男 金型加工 （個人） 

杉本 渉 生産管理 （個人） 

 

 

３）訪問した代表的中小企業（モデル企業） 

面会者 企業名 

Algredo Retana A. SELLORET AUTOMOTRIZ S.A. DE C.V. 

Saul Perez BYPASA, S.A. de C.V. 

Mario Palma BYPASA, S.A. de C.V. 

Ernest Garcia Villegaz Stamping and Manufacturing Mexico, SA, de C.V. 

 

 

４）訪問した関連教育機関 

氏名 所属 

OSCAR OLVERA SILVA TECNOLOGICO DE MONTERREY 

Director de Posgrados de Ingenieria y Tecnologias (モンテレイ工科大学)

 
 
５）メキシコ外務省 

氏名 所属 

Mr. Efrain del Angel Ramirez 

Ms. Rorena Garcia 

外務省対外経済協力局課長 

同上 課員 

 

２．終了時評価インタビュー者リスト
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専門家投入実績（終了時評価） 

専門家 

名称 

所属 担当分野 派遣期間 

（  ）は予定 

人月数 

（ ）は予定

守口徹 ㈱ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮ

ﾅﾙ 

総括/裾野産業育成 2006 年 10 月～11 月 

2007 年 1 月 

2007 年 5 月 

2007 年 9 月～10 月 

2008 年 2 月～3 月 

2008 年 5 月～6 月 

2008 年 9 月～10 月 

2009 年 2 月～3 月 

2009 年 6 月～7 月 

（2009 年 9 月～10 月） 

0.87 

0.80 

0.80 

0.50 

0.97 

1.20 

0.97 

0.87 

0.97 

（1.23） 

栗原昭八 同上 ﾌﾟﾚｽ加工技術全般 2006 年 10 月～12 月 

2007 年 1 月～3 月 

2007 年 5 月～6 月 

2007 年 9 月～11 月 

2008 年 1 月～3 月 

2008 年 5 月～7 月 

2008 年 9 月～11 月 

2009 年 1 月～3 月 

2009 年 6 月～７月 

（2009 年 9 月～10 月） 

1.70 

2.03 

1.90 

2.10 

1.67 

2.10 

2.13 

1.90 

1.50 

（1.50） 

黒住修一 (有)ﾃﾞｨｰｴｽｹｰ 金型設計製作-A 2006 年 10 月～12 月 

2007 年 1 月～3 月 

2007 年 5 月～6 月 

2007 年 9 月～11 月 

2008 年 1 月～3 月 

1.70 

2.03 

1.90 

2.10 

1.67 

金沢和男 個人 金型加工 2007 年 9 月～10 月 

2008 年 2 月～3 月 

2008 年 5 月～6 月 

2008 年 9 月～10 月 

2009 年 1 月～2 月 

2009 年 6 月～7 月 

（2009 年 9 月～10 月） 

0.93 

0.97 

1.13 

1.40 

1.40 

1.50 

（1.50） 

清水宏祐 ㈱久永製作所 金型設計製作-A 2008 年 5 月～7 月 2.10 

３－１．専門家投入実績
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2008 年 9 月～11 月 

2009 年 1 月～3 月 

2009 年 6 月～7 月 

（2009 年 9 月～10 月） 

2.13 

1.90 

1.50 

（1.50） 

中山康久 個人 金型設計製作-B 2008 年 9 月～11 月 

2009 年 1 月～3 月 

2009 年 6 月～7 月 

（2009 年 9 月～10 月） 

2.13 

1.90 

1.50 

（1.50） 

榊原和彦 榊原経営研究所 生産管理 2006 年 10 月～11 月 

2007 年 5 月～6 月 

1.00 

1.43 

中村憲雄 ㈱経営技術機構 生産管理 2008 年 5 月～7 月 

2008 年 9 月～11 月 

2009 年 1 月～3 月 

2.10 

2.13 

1.50 

杉本渉 個人 生産管理 2009 年 6 月～7 月 

（2009 年 9 月～10 月） 

1.50 

（1.50） 
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供与機材リスト（終了時評価） 

供与機材名称 台数 金額 製造メーカー 供与年月 

サーボプレス機 

（Ｃフレーム・ハイブリッド型 

リンクモーション式） 

1 台 ㈱コマツ 2007 年 3 月 

レベラーフィーダー 

（自動化コイルライン） 

1 台 

 

総額 

1,300,000 ペソ 

（14,111,013 円） YUTANI 2007 年 3 月 

金型設計専用 CAD ソフト 1 式 2,900,000 ㈱ソディック 2007 年 5 月 

QDC（クイックダイチェンジ）ユニット 1 台 注記 双葉電子工業㈱ 2008 年 9 月 

 注記：財団法人金型技術振興財団より寄贈 

 

３－２．供与機材リスト
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日本側支出実績（終了時評価） 

支出実績 年次 

日本円 メキシコペソ 

2006 年度 48,663,300 4,585,686 

2007 年度 69,578,250 6,570,805 

2008 年度 124,236,000 11,546,097 

2009 年度（予定） 72,473,100 4,812,213 

※ 2006 年度 JICA メキシコ事務所統制レート 1 ペソ＝10.612 円 

2007 年度 同上 1 ペソ＝10.589 円 

2008 年度 同上 1 ペソ＝10.76 円 

2009 年度は、2009 年 10 月の統制レート 1 ペソ＝6.640 円 

３－３．日本側支出実績
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本邦研修内容一覧 
研修名  目的 参加名称（所属） 研修期間 
1)産業技術総合 

研究所 
公的技術支援機関による 
中小企業技術支援の調査 

ﾌｪﾘﾍﾟ･ﾙﾋﾞｵ･ｶｽﾃｨｰｼﾞｮ 
（CIDESI 所長） 
ｱﾘｴﾙ･ﾄﾞﾗﾝﾃｽ 
（金型･組立課課長） 

2007 年 4 月 10 日 

2)アマダスクール プレス機械メーカー見学 
プレス機の点検･安全の集中

研修 

同上 2007 年 4 月 11 日 

3)守野工業見学 中小プレス加工企業見学 同上 2007 年 4 月 12 日 
4)㈱コマツ見学 プレス機械メーカー見学調査

先端プレス技術の調査 
同上 2007 年 4 月 16 日 

 
 

研修名  目的 参加名称（所属） 研修期間 
1)アマダスクール プレス機械メーカー見学 

プレス機の点検･安全作業の 
集中研修 

ﾎｾ･ﾙｲｽ（金型･組立課）

ｸﾘｽﾃｨｱﾝ･ｱﾋﾞﾗ（同上）

ｻｳﾙ･ﾙﾋﾞｵ（同上） 
ﾊﾋﾞｴﾙ･ｱﾝﾍﾚｽ（同上） 
ﾍｽｽ･ｱﾔﾗ（同上） 
ﾆｰﾙｽ･ｶﾞﾙｼｱ（同上） 
ｱﾙﾌﾚﾄﾞ･ﾏﾝｿ（研究課）

ｾﾙｿ･ｸﾙｿ（材料試験課）

 

2007 年 
7 月 4 日～ 
   7 月 14 日 

2)中小プレス加工

企業見学 
中小プレス加工企業の 

実態調査 
 

同上 2007 年 7 月 16 日 

3)金型企業見学 金型加工企業の実態調査 同上 2007 年 7 月 17 日 
4)㈱コマツ見学 プレス機械メーカー見学調査

先端プレス技術の調査 
同上 2007 年 4 月 19 日 

 

３－４．本邦研修内容一覧
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カウンターパートリスト 
 カウンターパート氏名 専門分野 担当分野 備考 
1 アリエル・ドランティス 機械工学 プレス加

工技術 
金型・組立課課長 

2 ホセ・ルイス 同上 同上  
3 クリスティアン・アビラ 同上 同上  
4 サウル・ルビオ 同上 同上  
5 ハビエル・アンヘレス 同上 同上  
6 ヘスス・アヤラ 同上 同上  
7 セルソ・クルズ 機械工学材料

試験 
同上  

8 アルフレド・マンソ 機械工学博士

課程 
同上  

9 ニールス・ガルシア 機械工学 同上  
10 イルマ・モラン 生産工学 

（修士） 
生産管理 要素技術開発PJに

参加 
11 カルメン・コンスタンテ 経営工学 

（修士） 
同上 要素技術開発PJに

参加 
第 3 次以降転籍 

12 サゼル･アレリ･ラミレス 生産工学 同上  
13 ベレニセ・アグラ 同上 同上  
14 クラウディア・ララ 同上 同上 第 3 次以降転籍 
15 パトリシア・モレリア 同上 同上 同上 
16 ヒルベルト・ユアレス 同上 同上  

 

３－５．C/P リスト
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技術指導・窓口相談件数の実績推移 
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３－６．技術指導件数の実績推移
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セミナーの開催計画と実績の比較 
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３－７．セミナー開催計画と実績の比較
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進捗確認表（終了時評価） 

活動項目 実績（達成状況） 

１．C/P の技術力向上（技術移転の実施） 

1-1 技術協力 

プログラム策定 

年度ごとの技術協力プログラムを業務計画書で確認 

ＣＩＤＥＳＩ派遣直後の現地作業説明会と帰国直前の現地作業総括ミーティング

で、各派遣期間中の計画管理と帰国後のメキシコ不在期間の技術移転計画管

理がなされていることをプロジェクトミーティング記録で確認 

1-2 C/P への技術移転

の実施 

(1)プレス加工技術移転 

1) 座学 

2006 年度の第 1 次現地作業より第 10 次まで集計で約 630 時間の座学を実

施、これらが復習会による専門家のチェックを経てマニュアル化されているこ

とを確認 

2) 金型設計製作 

当初予定のテスト金型 2 台と単工程金型 6 台の設計製作に対し、第 8 次作

業時までにテスト金型 3 台、単工程金型 8 台、順送金型 1 台の設計製作・

試し打ちまでを終了。第 10 次現地作業の時点で総金型製作台数 14 型。順

送金型については、金型設計までの演習予定を金型製作まで拡張させて技

術移転中であることを確認 

3) QDC ユニット設計製作 

当初予定のプレス作業補機類（フィーダ、レベラー）の課題を生産性向上効

果が大きく期待できる QDC システムに置き換えて技術移転を実施。メキシコ

の地場企業に適した単純で安価な CIDESI オリジナル構造の QDC システム

の製作品を確認 

4) リンクモーションプレス機の開発 

3 年次より新たに課題設定して技術移転を展開中。終了時評価時点で本体

が組立完了していることを確認。第 10 次の滞在期間中に角筒絞り型の試し

打ちを使用予定 

5) 技術指導（付属資料 ３－６参照） 

第 4 次現地作業から毎週金曜日を技術相談受付日として開設し継続。第 10

次現地作業の時点で累計 36 件の技術指導を実施。なお、世界同時不況の

影響で、2008 年 9 月以降相談件数が減少した。 

6) 技術セミナー（付属資料 ３－７参照） 

ケレタロ州で 7 回（22 テーマ）、サンルイスポトシ州で 3 回（13 テーマ）、グア

ナフアト州で 4 回（17 テーマ）、総合計 14 回（総計 52 テーマ）を第 10 次現

地作業までに開催 

7) 教材作成 

座学教材を基にしたマニュアル、セミナー資料によるテキストと蘭語プレス用

３－８．進捗確認表

－35－



語辞典を作成中。あわせて、企業指導の参考資料としてケーススタディ集を

収集中 

プレス機仕様の計測手法の習得確認 

 

(2)生産管理技術移転 

1) C/P 評価の継続 

専門家の引き継ぎや C/P の再編成に対し、C/P 評価を初年度と同じ方法と

基準で評価し能力向上判断データを継続して形成 

2) 座学 

第 6 次～第 8 次の期間にわたり 1 回/週の頻度で座学を実施し、マニュアル

整備を続けている。第 10 次現地作業終了時評価調査時までの累計時間は

約 230 時間に及ぶ。後半より現場密着型のテーマに比重移行 

3) 技術指導（ケーススタディ） 

第 7 次現地作業から CIDESI 内の現場改善のパイロットテストを踏まえて、第

8 次よりモデル企業（3 社）の訪問指導を開始している。企業の体質改善の効

果が得られモデル企業側が指導結果を満足していることを訪問時に確認 

4) 技術セミナー 

当初は予定していなかった生産管理の技術セミナーを第 6 次現地作業より

実施している。第 6 次～第 8 次の間でケレタロ州で 4 回（6 テーマ）、サンル

イスポトシ州で 1 回（2 テーマ）、グアナフアト州で 2 回（4 テーマ）、総合計 7

回（総計 12 テーマ）を第 10 次現地作業までに開催し計回を実行 

1-3 同上の 

モニタリング･評価 

C/P の評価テストを合計 3 回実施。平均点が毎回上昇した結果を確認した。 

2．体系的な技術指導の実施  

2-1 企業訪問による 

ニーズ調査 

計 49 社を訪問し第 3 次現地作業で終了 

以降はセミナー参加企業や技術相談企業等からのニーズ調査を実施 

2-2  技術指導計画の

策定 

第 4 次現地作業において企業技術相談窓口開設 

毎週金曜日の窓口相談の計画を確認 

2-3 技術指導の実施 週 1 回の相談受付とコンサルティング活動を確認 

相談企業への指導実施を確認、品質改善データがある 11 件のうち 9 件におい

て技術指導後の不良率が当初に比べて 5 分の 1 以下になっている。 

2-4 同上の 

モニタリングと評価 

指導記録によるモニタリングを確認 

窓口相談の結果評価のための報告書形式を確認した。 

3. 体系的なセミナーと技術研修の実施 

3-1 企業訪問による 

ニーズ調査 

終了、現場に即した基礎的な知識の普及のニーズを確認 

逐次、セミナー参加企業等の継続的ニーズ調査を確認 

3-2 技術研修と 技術サービスの体系的実施の仕組みとして（計画―実施―フィードバック）の
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セミナー計画策定 形式を取り込み計画化 

基礎調査によってプロジェクトを知ったケレタロ以外の州の企業から参加希望

が寄せられ C/P も周辺 2 州での開催を強く希望したことより開催地域の増加計

画を作成 

3-3 技術研修と 

セミナー実施 

専門家と C/P が講師となり、ケレタロを含む 3 州において計 14 回のセミナーを

実施 

テキストと技術資料としての情報蓄積の仕組みを確認 

3-4 同上の 

モニタリングと評価 

参加者へのアンケート実施とフィードバックを確認 

アンケート情報の蓄積とデータベース化の状態を確認 

アンケート結果から、習熟による C/P のセミナー実施能力の向上が確認でき

た。 
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４．PDM
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５．ミニッツ及びファイナル・エバリュエーション・レポート
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メキシコ合衆国プレス加工技術向上プロジェクト終了時評価調査：評価グリッド調査結果 

評価項目 確認事項 調査結果 参照 

1. 妥当性 

1.1 上位目標・ 

プ ロ ジ ェ ク ト 

目標の妥当性 

1.1.1 国 家 政 策

との整合性 

 

整合している。 

カルデロン政権の総合開発計画「国家開発計画 2007-2012」の 5 大政策

課題に「②競争力ある経済と雇用の創出」が掲げられており、また、経済部

門別プログラム「PSE 2007-2012」の 3 大優先課題のひとつとして、②国内

市場強化と国際競争力強化による生産部門の誘導が、さらに、政権 3 年目

以降も重点課題として裾野産業育成があげられている。・・・情報源 1 

日墨 EPA 発効後、自動車産業や家電産業におけるメキシコの、そしてメ

キシコのプレス製造業の重要性が一層増している。・・・情報源 2 

 

情報源 1 

情報源 2 

 

 1.1.2 業 界 ニ ー

ズ、ターゲットグ

ループニーズに

合 致 し て い る

か。 

合致している。 

メキシコの中小規模のプレス製造業では、旧式で設備仕様が不明なプレ

ス機、品質バラツキが大きな被工材（プレス材料）、適正な保全がされてい

ない金型を用いて生産が行われている。このためプレス技術の経験が蓄

積されず、その場限りの対応で終わっているのが実態である。このような環

境により、業界及びターゲットグループはプレス加工技術の指導を受けるこ

とで技術の理解度を向上させ、自社のプレス加工がレベルアップすることを

強く望んでいる。 

 

質問票/イン

タビュー調査

1.1.3 国 別 援 助

実施計画との整

合性 

整合している。 

JICA 国別事業実施計画では、中小企業の育成振興を重点分野のひと

つとしており、本プロジェクトとの整合性は確保されている。 

 

当該国国別

援助計画 

 

1.1.4 上 位 目 標

とプロジェクト目

標の整合性 

両目標は整合性を有している。 

プロジェクト目標に掲げたCIDESIのC/P活動を、より実践的に広域展開

することで上位目標に到達することができる。 

 

質問票/イン

タビュー調査

1.2 プ ロ ジ ェ

ク ト デ ザ イ ン

の妥当性 

 

1.2.1 技 術 移 転

計画の策定過程

の妥当性 

 

 

妥当である。 

本プロジェクトは第 1 次（2004 年 4 月）から第 4 次（2006 年 3 月）まで計 4

回の事前評価調査を実施している。この過程において、技術移転のテーマ

が当初の要請案「金型技術向上」から「体系的なプレス加工技術向上」に

変更され、本プロジェクトの PDM に反映された。この 4 回の事前調査は日

本側とメキシコ側の両者の目的と手段の的確な合意形成過程であったと解

釈できる。 

また、先行して実施された「メキシコ合衆国要素技術移転調査（1997～

1999）」開発調査の成果を活用するため、プレス加工技術と生産管理の 2

グループが形成され体系的プレス総合技術の技術移転計画が作成されて

いる。 

 

第 1 次事前

調査結果～

第 4 次事前

調査結果 

 

 

インタビュー

調査 

 1.2.2 ターゲット

グループ選定の

妥当性 

 

妥当である。 

当プロジェクトが設定したケレタロ州と周辺 5 州の対象地域はメキシコの

中西部に位置する。メキシコ自動車部品工業会（INA）の調査資料によれ

ば、メキシコ全体 513 社に対し、中西部の INA 登録企業数は 144 社（約

30％）と非常に多い。また、ケレタロでは航空機産業が急速に発展しており

精密プレス部品のニーズが拡大している。・・・情報源 3 

 

情報源 3 

 1.2.3 PDM デ ザ

イン 

妥当である。 

PDM デザインの初期では、地場のプレス加工関連中小企業を数社選択

し、長期間にわたり C/P を通じて技術支援を行うシナリオでモデル企業を

定義し、評価指標もこの考えに基づきデザインしている。しかし、実際のプ

ロジェクト活動結果から同じ課題に継続的に指導するケースが少ないため

PDM 中のモデル企業の定義変更がなされた。ただし、PDM はプロジェクト

目的を明確に表すことから PDM の指標変更はしなかった。 

 

中間評価結

果報告書 

 1.2.4 技 術 移 転

計画/カリキュラ

ム/派遣専門家

の変更・追加の

妥当性 

妥当である。 

技術移転計画並びにカリキュラムの変更追加は、C/P の能力向上やプ

ロジェクト実施上のニーズに応じて日本人専門家と C/P 間での協議を踏ま

えて実施された。派遣専門家の変更についても同様の判断で実施してい

る。 

 

インタビュー

調査 

業務完了報

告書 

６．評価グリッド
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 1.2.5 日 本 の 援

助の比較優位性 

 

比較優位性がある。 

日本はアジア圏において裾野産業の育成のために金型技術向上プロジ

ェクトを多く実施している。その経験を基に、さらに日本の優れたものづくり

技術（体系的加工技術、管理技術）を技術移転するねらいで、体系的プレ

ス総合技術をテーマとしていることから他国に比べて日本の技術優位性が

高く発揮できた。 

 

文献資料調

査 

妥当性を欠い

た要因 

 特段の問題なし 質問票/イン

タビュー調査

その他 プロジェクトをと

り ま く 環 境 （ 政

策、経済、社会

など） の変化に

対する対処策 

世界同時不況の影響で、特に米国資本の外資系プレス加工関連企業が倒

産するなどの環境変動がターゲットグループ内でも生じている。・・・情報源 4 

地場の中小プレス企業は顧客業界を変更（自動車部品から家電部品等

へ）する等の自助努力で生き残りを図っており、彼らを支援する役割を担う

CIDESI の重要性は増大している。他方、この世界同時不況は C/P におい

てプロジェクト以外の CIDESI 業務負荷を大きく軽減する結果となり、プロジ

ェクト技術移転の習得に集中できる状況を生じさせた良い面もある。 

情報源 4 

 

 

質問票/イン

タビュー調査

 

2. 有効性 

2.1 成果の達

成状況と達成

阻害要因 

2.1.1 組 織 体 制

の整備状況 

適切である。 

CIDESI は中小企業支援を 1 つのミッションとする産業技術研究センター

で、メキシコで唯一のプレス加工技術の指導教育機関といえる。過去に

JICA プロジェクトの経験も有しており、活動の運営管理に関する組織体制

もしっかりとしている。 

配置された C/P〔プレス加工技術：9 名、生産管理：8 名（その後 5 名に変

更；1 名兼務）〕は基礎能力、意欲ともに適正な人選がなされている。プレス

加工技術の C/P の 1 名は JICA プロジェクト「メキシコケレタロ州産業技術

開発センター事業（1998～2002）」で技術移転された成果を相乗効果的に

活用するねらいで材料試験部門から配置されており、高いレベルの成果獲

得への配慮がなされている。専門家派遣期間の C/P のプロジェクト従事比

率は 85％程度が維持されており業務管理面でも適切といえる。 

CIDESI の事業予算は約 50％が CONACYT から、残りの 50％は自己収

入により賄われており財政基盤はしっかりしている。特に、同時不況の影

響が無視できない 2009 年度においてもしっかりとした事業経営ができてい

る。これは、現所長により業績重視でムダをなくす体質強化が先行してなさ

れた結果である。 

プロジェクトを支援する合同調整会議、プロジェクトミーティングも定例的

に開催されており支援体制とその運営状況も適切である。 

 

中間評価報

告書 

 

 

付属資料 11

 

 

 

 

 

 

付属資料８ 

インタビュー

調査 

 

 

付属資料９ 

 2.1.2 機 材 の 調

達 、 据 え 付 け 、

使用、維持管理

状況 

適切である。 

供与機材は①サーボプレス機一式、②金型設計専用 2 次元 CAD システ

ム一式である。また③クイックダイチェンジ（QDC）システムが派遣専門家の

働きかけで（財）金型技術振興財団から無償供与された。それぞれ C/P の

能力向上のステップに応じた適切なタイミングで調達据え付けが行われ有

効に活用されている。供与機材の維持管理は、生産管理担当 C/P の実習

テーマとして取り上げられ、適切なメンテナンス管理体制も整備され、維持

管理も適切になされている。 
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 2.1.3 C/P の プ

レス加工関連技

術（プレス技術、

生産管理）の向

上 

C/P 能力は向上した。 

PO に沿った内容で技術移転座学テーマが計画され、各派遣期間を通じ

て適切に技術移転（プレス技術：630 時間、生産管理：230 時間）がなされて

いる。プロジェクト開始時点においてプレス加工技術 C/P の筆記試験の平

均点は 15.8 点であったものが 1 年後には 76.7 点に上昇。その後のセミナ

ー等におけるプレゼンテーション並びに金型の設計課題の 5 段階評価結果

等のデータから顕著な能力の向上が確認できた。生産管理 C/P は、3 回の

異なる能力評価シートの結果並びに現場改善活動記録データの質的・量

的な向上度合い、支援企業からのヒアリング等から明らかな能力向上が確

認できた。 

座学以外に①金型設計製作（初期計画 6 型を 13 型に増加）、②リンクモ

ーションプレス機の開発、③QDC システムの設計製作をテーマとした技術

移転を行っている。①では当初目標「順送金型の設計」を「順送金型の設 
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インタビュー

調査 
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  計製作」に拡張し金型加工専門家による座学の追加と金型加工の実践習

得が追加された。②は当初計画にはなかったが C/P の能力向上や CIDESI

側のニーズに対応するための全く新規の追加課題である。なお、技術移転

工数を増やすために、座学の知識吸収度合いから判断して専門家と C/P

の定期復習会を廃止する等の運営改定を行った。 

付属資料 12

2.1.4 体 系 的 な

技術指導の実績 

高レベルの実績が得られているものの経済不況の影響で要請は減少して

いる。 

企業に対する体系的な技術指導はプロジェクト第 2 年次（2007 年 4 月よ

り）から開始されている。C/P へのプレス加工技術の一定の技術移転の成

果を確認した後に企業技術指導を開始するという当初からの方針は適切

なものと評価できる。 

第 4 次現地作業（2007 年 9 月）において毎週金曜日に技術相談窓口を

開設することを決定し、技術セミナーへの参加企業を含む周辺中小プレス

加工企業へ案内状をメール配信した。その後の月次単位での相談実績数

値からは 2008 年の中ごろから 5 件/2008 年 5 月、8 件/同年 6 月と件数が

増加し、その後は月に 2～3 件のペースで安定した。しかし、この増加傾向

は 2008 年 10 月以降に減少に転じるが世界同時不況が要因である。・・・情

報源 5 

地場中小企業からの聞き取り調査から技術指導に対する満足度が非常

に高いことが解った。 
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質問票/イン

タビュー調査

 

2.1.5 体 系 的 な

技術セ ミナ ーと

技術研修の実績 

着実な実績が得られているものの経済不況の影響で参加人数は減少して

いる。 

計画から実施までの体系的な技術セミナーは、周辺中小企業のプレス

加工技術に対するニーズ調査を踏まえてテーマ選定と日程計画が作成さ

れ実施されている。講師は、C/P の能力向上度合いに合わせて、日本人専

門家のみからCIDESI のC/Pだけが講師を務める数を増加させる等の配慮

がなされた。 

技術セミナーはプロジェクト期間中に現時点での総計14 回（テーマ数：62

件）（終了時見込みも同じ）を開催した。累計参加企業は約 200 社、累計受

講者は約 800 名の実績である。C/P 独自の担当比率が年々増大する傾向

（33％/1 年次、57％/2 年次、58％/3 年次）が確認でき、技術移転が適切に

なされていることが確認できた。開催地域も当初計画のケレタロ州のみか

ら、企業要請や広域での広報活動をも目的としてケレタロ州を含む 3 州で

開催している。なお、2008 年 11 月以降からセミナー参加人数が減少してい

るが、世界同時不況の影響によるものと企業インタビューで確認した。 

第 3 年次（2008 年）には C/P のみが講師となり民間企業の技能工を対

象に現時点まで 7 回の技術研修を実施した。 
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2.2.1 プロジェク

トの貢献度 

プロジェクト目標の達成状況に対するプロジェクトの貢献度はほぼ 100％と

いえる。他機関からの支援は、ケレタロ州以外の周辺州で開催したセミナ

ーの開催経費の援助のみ。 

インタビュー

調査 

2.2 プ ロ ジ ェ

クト目標達成

状況 

2.2.2 供与される

資機材は活用さ

れているか。 

供与機材のすべてが有効に活用されている。 

サーボプレス機一式はプレス加工の経験がほとんどなかったC/Pたちに

プレス加工の技術移転を短期間で有効的に実施するために、また CIDESI

を訪問したプレス加工関連企業に対する PR 用設備として有効に活用され

ている。金型設計専用 2 次元 CAD システム一式は順送金型の設計に頻繁

に活用されている。QDC システムも、金型交換の効率向上の教育と民間企

業への啓発、さらには、CIDESI オリジナルの QDC システム設計課題のモ

デルとして活用されている。 

 

インタビュー

調査 

 

 

2.3 阻害要因 2.3.1 外 部 条 件

の状況など 

 

活動から成果に至るまでの外部条件は、「C/P が離職せずに CIDESI に残

っていること」である。C/P 全員、離職や配置転換もなくプロジェクトが継続

されている。 

インタビュー

調査 

3. 効率性 

3.1 投 入 の

質、量、タイミ

ングの適正度 

 

3.1.1 専 門 家 の

派遣人数、専門

分野、派遣期間

とタイミング 

おおむね適切であった。 

C/P への技術移転の進捗度合いと成果産出結果から判断して、プレス

加工技術担当の専門家に関しては適切である。生産管理担当の専門家に

関しては、相手側 C/P の要望を踏まえて 2 回の専門家変更と、派遣計画に

おいて第 4 次（2007 年 9 月～）、第 5 次派遣（2008 年 1 月～）が取りやめに

なるという計画変更が生じており、効率性に若干の影響を及ぼした。 

 

付属資料 

３－１ 

インタビュー

調査 
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 3.1.2 供 与 機 材

の種類、量、設 

適切であった。 

プロジェクト第 1 年次の 2007 年度にはサーボプレス機（45 トン仕様）と自 

 

付属資料 

 置/稼働のタイミ

ング 

 

動コイルラインから成る一連の装置が供与された。サーボプレス機の選定

は、プレス加工条件を高精度に制御できるため加工条件と加工結果の相

関を正確に得ることが可能で、蓄積する技術データの信頼性も高めること

ができるために技術移転の効率性が格段に向上した。さらに、結果的に機

械式プレス装置 3 種類（クランク式、リンクモーション式、サーボ式）のすべ

てについて C/P がプロジェクト期間中に技術習得できる環境を整えること

ができたため、民間企業に対する技術サービスの幅を広げるなどの長所が

あり、したがって、供与機材の内容と供与時期ともに適切といえる。金型設

計専用 2 次元 CAD システム一式は第 7 次派遣（2008 年 9 月～）以降に本

格的な技術移転を開始した順送金型の設計に頻繁に活用されている。 

３－２ 

 

 

 

 

直接観察 

 

因果関係 

（ 投 入 の 質 ・

量・タイミング

は適切か） 

3.1.3 研 修 員 の

受 入 人 数 、 分

野、研修内容、

研修期間、受入

れのタイミング 

 

計画どおり適切に実施された。 

本邦研修については C/P 機関 CIDESI の所長と C/P 9 名の合計 10 名を

対象として第 2 年次（2007 年）に実施された。所長と C/P 1 名は公的技術

支援機関、産業技術研究所、さらにプレス機械メーカーやプレス加工中小

企業の訪問研修が組まれ、日本の公的試験機関などにおける企業支援の

実態を学び CIDESI へのフィードバックにつなげている。 

残りの C/P 8 名の 3 週間の日本研修はプレス機械メーカーの研修カリキ

ュラムを利用してプレス機の点検作業、プレス作業の安全のテーマで 2 週

間の集中研修であった。その集中研修後、中小プレス加工企業と金型企

業2社及びプレス機メーカーの組立工場の見学が組まれ、プロジェクトの技

術移転内容を補完する研修内容となっていることから適切であった。 

 

付属資料 

３－４ 

 

 3.1.5 C/P 人数、

配 置 状 況 、 能

力 、 ス ケ ジ ュ ー

ル管理 

相乗効果にも配慮したより適切な人材が配置された。 

技術移転を計画に沿って実施するために必要な人数と基礎能力を有す

る C/P が計画どおりに配置された。特に、プロジェクトの技術取得に有用な

関連技術（設計技術、組立技術、材料評価、生産管理）を有するメンバーを

選定していることや、先行して実施された JICA プロジェクト「メキシコケレタ

ロ州産業技術開発センター事業」の成果との相乗効果を得るため、材料試

験部門のメンバーを C/P として配置するなど技術移転の効率化への配慮

がなされている。なお、生産管理 C/P は当初の 8 名から第 3 年次の時点で

5 名に再編された。 

 

付属資料 

３－５ 
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インタビュー

調査 

 

3.1.7 建 物 、 施

設の質、規模、

利便性など 

プロジェクト活動に割り当てられた建物（専門家執務室、プレス加工技術の

実践教育用作業場）及び施設類は技術移転の実施に適切であった。 

直接観察  

3.1.8 プロジェク

トの予算の支出

額と効率性 

CIDESI の負担経費実績は、人件費：496 万 3,288 ドル、材料費：40 万 7,910

ドル、サービス費：67 万 8,009 ドル、総額：604 万 9,207 ドルである。プロジェ

クト計画に対する成果の達成度合い、並びに、供与機材の活用状況、専門

家の技術移転効率等から判断して、メキシコ側にムダはないといえる。 
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3.2.1 投 入 計 画

の適切度 

投入計画は成果から判断して効率的であったといえる。 質問票/イン

タビュー調査

3.2 成果に対

す る 投 入 の

質、量、タイミ

ングの適切度 
3.2.2 定期モニタ

リング結果の活

用 

 

短期・長期インターバルでの定期モニタリング結果が活用された。 

専門家滞在中には1 週間単位での座学の復習会を活用してC/Pの理解

度のモニタリングを行い、翌週の座学等へのフィードバックがなされてい

る。1 年間単位でのモニタリング手段として、C/P 評価試験が活用され、能

力向上度合いの客観的評価が実施されている。 

 

付属資料 10

付属資料 19

インタビュー

調査 

3.3 プ ロ ジ ェ

クトの支援体

制 

3.3 プロジェクト

の支援体制 

活動期間中に開催された JICA 本部での帰国報告会、コンサルタント企業

での支援、合同調整委員会（JCC）及び JICA メキシコ事務所との情報交換

等により適切な支援がなされている。 

インタビュー

調査 

 

3.4.1 大 学 等 と

の連携 

プロジェクト初期の段階にケレタロ工科大学より座学講習者 2 名を受け入

れて一定期間の指導機会を提供した。プロジェクト終了前の段階で技術移

転内容を活用した大学院生の指導教育の共同企画が形成されつつある。 

インタビュー

調査 

 

3.4 他機関と

の連携 

3.4.2 他 機 関 と

の連携 

サンルイスポトシ州とグアナフアト州の CONACYT 機関と連携して同州での

セミナー開催を実施している。CIDESI 側はセミナー開催時の経費支援を得

た。 

インタビュー

調査 
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3.5 効率性に

影響を与えた

貢献・阻害要

因 

 2008 年後半からの経済変動（不況）は C/P のプロジェクト以外の業務負荷

を軽減し、その結果、プロジェクト従事比率が増加し技術移転の効率が向

上している。 

産業分野での協力においてこのプロジェクトのように民活技プロ形式で

の実施はこれまでになく他の技術移転プロジェクトとの比較は難しいもの

の、過去に実施されたプロジェクトとの比較では、成果は投入コストに見合

ったものであると判断した。その理由として、①民活型シャトル派遣方式の

条件下で高いレベルの成果主義マネージメントを成功させている総括専門

家の能力、②CIDESI の組織能力（JICA プロジェクト対応能力、C/P 基礎能

力）、③CIDESI におけるプロジェクト活動の広報効果（ラジオ、テレビ、新

聞、インターネット等のマスメディアの積極活用）があげられる。 

CIDESI が過去に複数の JICA による支援を経験して実施スキームをよく

理解していたことと、CIDESI 関係者と日本人専門家との間に厚い信頼関係

が形成されたことは貢献要因としてあげられる。 

インタビュー

調査 

 

中間評価報

告書 
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4.1.1 意 図 さ れ

たインパクト（産

業分野、産業政

策、業界等への

影響） 

プレス加工業界において大きなインパクトが得られている。 

2009 年 10 月に CIDESI がデータ収集とまとめを行った技術サービス等フ

ォローアップ調査の結果によれば、技術相談 11 件において不良率変化の

回答があり、変化のない 2 件を除くと平均 5 分の 1 以下と大幅な低減がで

きたとのことであった。 

生産管理の技術支援サービスでは、対象企業聴取によれば経営者と現

場作業者は話し合いができない関係にあったのが、生産管理の KAIZEN 手

法を両者に教育することで、両者で協力してコスト低減のための QC サーク

ル活動ができるまでに企業体質を変革させた事例がある。 

 

インタビュー

調査 
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インタビュー

調査 
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4. インパクト 

4.1 直接的効

果 

（プロジェクト

目標レベル） 

4.1.2 意 図 さ れ

なかったインパク

ト（社会的効果、

波及効果等） 

CIDESI 内部の技能工や大学等の教育界を対象とした人材育成面で意図さ

れなかったインパクトが得られた。 

教育分野において、技術移転成果を活用したいとの強い要請をＣＩＤＥＳＩ

は受けている。同大学はメキシコに 33 のキャンパスを有する私立大学のた

め、ケレタロキャンパスでの大学院生への研究指導が開始された後には全

国展開される可能性が高い。 

CIDESI 内部へのインパクトとして、当初は予定になかった順送金型の製

作の技術移転において、CIDESI の機械加工技能工への塾練技能の教育

が実施された。 

 

 

インタビュー

調査 
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インタビュー

調査 

4.2 間接的効

果 

（上位目標レ

ベル） 

4.2.1 研 修 コ ー

ス及び技術支援

サービスの普及

状況、新技術等

を採用した企業

数 

比較的高いインパクトが得られる可能性がある。 

CIDESIの2 ヵ所の支所〔モンテレイ、ティファナ（設置準備中）〕を活用した

技術サービスの広域普及の準備が進んでいる。 

チワワ州の公的機関からセミナー開催の協賛企画の要請を受けてい

る。 

新技術の採用実績では、改善投資がほとんど不要な生産管理の

KAIZEN 手法が地場の中小企業に普及しつつある。プロジェクト期間中に

開発したリンクモーションプレス機は、メキシコの中小企業に最適な仕様で

製作されている。政府機関等の中小企業支援ファンドを活用することで、メ

キシコの中小企業に普及させることが可能である。 

 

インタビュー

調査 

 

 

質問票/イン

タビュー調査

 4.2.2 プ レ ス 加

工技術者全体の

技術レベルの向

上 

研修サービスに関しては他州への波及効果が早期に期待できるが、民間

企業を対象としたプレス加工技術者全体のレベル向上には時間を要す。 

座学資料を利用したマニュアルやセミナー時に使用した技術資料等は、

優れた教材としてプレス加工技術者の基礎知識の向上に活用できる。 

プロジェクトが CIDESI に技術移転した項目では、①テスト金型等を活用

したプレス材料の成形特性評価、②QDC システムの採用による金型交換

時間の短縮の改善、③リンクモーションプレス機を利用した中小/大手プレ

ス加工技術者の教育等、ハードウェアを活用した技術指導でプレス技術者

のレベルアップが図れる。 

インタビュー

調査 

直接観察 

4.3 阻害要因  長期の不況下で中小零細企業は、企業の存続を第一優先とせざるを得な

い状況にあり、経営者の改善への意欲低下等が技術指導を受けたいとい

う要請数増加の阻害要因となった。 

インタビュー

調査 

付属資料 11
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5. 自 立 発 展

性 

5.1 組織的側

面 

5.1.1 政 策 的 役

割、国内での位

置づけ 

中小企業支援が CIDESI の設置法に明記されていること、また 2009 年の時

点においても CIDESI はメキシコではプレス加工技術を体系的に教育指導

できる唯一の公的機関である。 

インタビュー

調査 

中間評価報

告書 

 5.1.2 運 営 管 理

システム 

プロジェクト終了後の組織体制が強化されることが予定されており、維持発

展が見込める。 

インタビュー

調査 

付属資料 23

5.1.3 実 施 機 関

の運営方針、事

業計画 

CIDESI の設置法にある中小企業支援に関して、技術移転成果を活用する

方針を所長から確認できた。プロジェクト終了後の事業計画の作成が進ん

でおり、2010 年度のプレス加工技術部門の活動案を確認した。 

インタビュー

調査 

付属資料 23

 

5.1.4 他 州 へ の

波及、南々協力

としての発展に

ついて 

他州への波及、南々協力としての発展性は高い。 

セミナー等による他州への波及、メキシコに 33 のキャンパスを有すモン

テレイ工科大学との大学院生の指導教育の共同企画の開始による広域波

及の可能性、チワワ州の公的機関からセミナー共同企画の打診、全国製

造業組合（カナシントラ）との協賛による民間企業への研修提供構想などが

あり、他州・他機関への波及の可能性は非常に高い。 

また CIDESI は第三国研修の実施意欲があり、「メキシコケレタロ州産業

技術開発センター事業」で移転された非破壊検査部門において第三国研

修の実施経験があり、第三国研修としての発展可能性は非常に高い。 

 

インタビュー

調査 

5.2 財政的側

面 

5.2.1 財 政 的 持

続性 

CIDESI 自体は CONACYT からの予算と CIDESI 独自の収入で経営されて

いるが、2009 年の不況の厳しいさなかでも健全経営が維持できている。今

後はプレス加工技術の技術サービスにより収入増加を見込んでいる。 

付属資料８ 

インタビュー

調査 

 5.2.2 公 的 な 財

源補助 

中小企業支援のための CONACYT ファンドや州政府の中小企業支援の補

助金の活用などあらゆる財源確保の活動を活発に実行している。 

インタビュー

調査 

5.3 技術的側

面 

5.3.1 プ レ ス 加

工関連技術の定

着状況 

プロジェクト終了後 2 年間は退職しないとの確約を各 C/P から得ている。ヒ

アリング時の感想では全員から高い使命感と仕事に対するやり甲斐が感じ

取れた。人材育成の仕組みについては、文章化可能な技術移転内容はマ

ニュアルが整備され活用できるようになっている。生産管理の技術移転の

一部の内容について CIDESI 内部の OJT で新人育成（大学生のインターン

シップ）の試行が実施されている。 

インタビュー

調査 

 

直接観察 

 5.3.2 プロジェク

ト終了後の C/P

の配置 

現状、自動機組み立てとプレス加工技術が 1 つの課に併合されているが、

プロジェクト終了後にはプレス加工技術を課として独立させ、C/P は同課で

継続して活動を行えるような組織案を作成している。 

インタビュー

調査 

付属資料 24

 5.3.3 C/P による

機 材 の 維 持 管

理、更新の継続

性 

特段の問題なし。 インタビュー

調査 

 

 

C/P：カウンターパート 

情報源 1：Mexico：PLAN NACIONAL DE DESARROLLO 2007-2012 

情報源 2：EPA News May-June 2009：SECRETARIA DE ECONOMIA 

情報源 3：JETRO メキシコ：自動車・同部品産業と EPA などの関連諸制度の活用 2008 年 

情報源 4：Diario Rotativo de Queretaro 2009/09/22 （ケレタロ地方新聞デアリオロタチヴォより） 

情報源 5：ケレタロ州の失業率推移データ（2002 年～2009 年） 
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メキシコ国プレス加工技術向上プロジェクト：終了時評価写真集 

  

CIDESI－C/P 設計製作のクイックダイチェンジ（左）とリンクモーションプレス機（右） 
 
 

  

CIDESI での金型部品の寸法測定指導        CIDESI での金型組立作業 
 
 

  

サーボプレス機への金型設置作業の指導         調査団の現場視察 
 

７．終了時評価調査関連写真集

－94－



 

  

民間企業調査 RT 社のプレス工場        RT 社のプレス加工代表製品 
 
 

  

   RT 社での金型修理作業            RT 社のプレス金型保管棚 
 
 

  

調査団と CIDESI 関係者ミーティング         日本人専門家 
 

－95－



 

  

CIDESI 側のプロジェクト結果報告会      終了時評価結果の共同検討会 
 
 

  

JCC 開催場面                 調印式 
 
 

  

技術移転で製作したプレス金型の事例     C/P が製作したテキスト集の事例 
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プロジェクト成果の外部公開発表会（リンクモーションプレス機の解説） 
 
 

  

CIDESI の C/P（一部）           技術セミナー（10 月 16 日） 
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